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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、社会からの信頼を獲得し、中長期的に企業価値を高めるべく経営の適法性・透明性および迅速性を確保し、経営効率の向上を図ること
をコーポレート・ガバナンスの基本方針としております。詳細につきましては、後記【原則3-1　情報開示の充実】(ⅱ)に掲載しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則5-2-1 事業ポートフォリオに関する基本的な方針および見直しの状況】

　当社グループにおいては、現在、売上高の約98％を設備工事業の売上高が占めております。

　当社では、設備工事業の中での「地域別」あるいは「顧客市場別」等の取組み状況を収益性により把握し、当社取締役会において、定期的に評
価することとしております。

　例えば、国内事業に関しては、資本収益率に加えて、バリューチェーンの構築、シナジーおよび成長性を加味し検討しております。

　また、国際事業に関しては、資本収益率に経済(市場・国別)成長性の観点を加え、見直しを行っております。

　当社は、2023年5月12日に公表しました「高砂熱学グループ 長期ビジョン2040 Create our　PLANET, Create our FUTURE」におきまして、将来的

に４つの事業ドメインの確立を目指すこととしました。今後、ドメイン戦略検討の進捗度合いに合わせ、必要に応じ、既存事業の組み替えを含めた
事業ポートフォリオに関する見直しの状況を開示してまいります。

　なお、長期ビジョンの詳細に関しましては、後記【原則3-1 情報開示の充実】（ⅰ）に掲載しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式】

　政策保有株式については、持続的な企業価値向上に向けて、戦略上重要な協業および取引関係の維持発展が認められる場合を除き、原則とし
て保有しない方針としております。既に保有するものについては、保有適否の判断を以下の観点より、定期的、継続的に実施の上、その結果を毎
年取締役会で検証し、保有の意義が認められない銘柄は、資本効率を高める点からも原則として縮減を検討いたします。

・全社最適受注の源泉となる取引先の関係維持や事業上のシナジー等、中長期的に当社の企業価値の向上につながるものであるかどうか

・当社の財務の健全性に悪影響を与えるものではないか

・関連取引利益、配当金等を含めた株式保有による収益が資本コストを上回るか

上記の結果、2025年３月末時点で保有時価は304億円（未上場株式を含む。）と連結純資産1,842億円に対して17.6％(みなし保有株式を含む)とな
りました。

政策保有株式に係る議決権行使については、議案毎に発行企業の企業価値向上および株主としての当社の利益への貢献に資する内容である
か否か等を判断の上、適切に行使いたします。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

　当社は、当社の役員との取引を行う場合には、かかる取引が会社や株主共同の利益を害することのないよう、以下のとおりの体制を整備してお
ります。

・原則として、全ての取締役および執行役員は、職務上の地位を利用して自己もしくは第三者のための取引または競業取引を行ってはならない旨
を社内規程において定めております。

・ただし、相当の理由がある場合には、監査等委員会および取締役会での承認を要すること、また取引が実行された際には、遅滞なくその取引に
ついての重要な事実を監査等委員会および取締役会に報告しなければならない旨を社内規程において定めております。

・監査等委員会は、競業取引、利益相反取引、当社が実施する無償の財産上の利益供与（反対給付が著しく少ない財産上の利益供与を含む。）
および子会社もしくは株主等との通例的でない取引について、取締役の義務に違反する事実がないかを監視し検証する旨を社内規程において定
めております。

・当社の役員に対して、毎年度末に関連当事者取引に関する「確認書」の提出を義務付け、取引の事実の有無について取締役会にてモニタリング
し、重要性の高い取引がある場合には、会社法および金融商品取引法に則り開示いたします。

なお、議決権の10％以上を保有する株主との取引を行う場合には、一般的な取引と同様に、社内規程において定められた決裁基準に基づき取引
の要否を判断します。かかる取引のうち重要性の高い取引や通例的でない取引については、事前の取締役会決議のほか、監査等委員会の同意
を得ることとします。

【補充原則2-4-1　中核人財の登用等における多様性の確保】

1．中核人財の登用等における多様性確保についての考え方

　当社では、パーパス「環境革新で、地球の未来をきりひらく。」の中で、「人の和で多様性と共創の輪をひろげていく」と掲げております。また、高
砂グループ社員の行動価値観であるTakasagoWayにおいて、「Trust:人との縁が財産」を定め、性別や国籍などの属性に関係なく、様々な意見や
価値観を尊重して結集することで、有用な技術や製品、サービスを創造し、社会に貢献するとの考え方を広く役職員の間で共有しており、採用や
人事評価について、能力や実績など人物本位の考え方としております。

現在、当社では女性社員の採用を積極的に進めており、人事制度についても一般職を廃止し、いわゆる地域限定型を含む総合職に転換するな
ど、従来は一般職区分で採用されることが多かった女性社員が管理職にキャリアアップすることを後押しする制度になっております。



また、サステナビリティ推進委員会の下に、ダイバーシティ推進ワーキングチームを組成し、性別、年齢、性的指向、性自認、国籍、キャリア採用※
、障がいの有無などにかかわらず、全ての従業員が、能力を十分発揮し、イキイキと活躍できる労働環境の整備を進めています。

　一方で、現在のところ、経営の中核を担う人財に関し、特に女性管理職への登用において、全産業平均や業界平均と比較して一層の対応が必
要な状況です。こうした状況に鑑み、建設施工の現場業務や設計業務、研究開発業務など、女性社員が活躍できるフィールドの拡大、女性社員
やキャリア採用者、障がい者、外国籍社員間での社内ネットワーキングの構築、ロールモデルの提示、研修の実施、男性社員の育休取得の推進
など、さまざまな施策の展開を図っています。持続的な成長と企業価値の向上のため、多様な視点や価値観の尊重および包摂による経営革新や
イノベーションの創出が重要であるとの認識に立ち、女性の管理職比率の中長期目標を設定し、これを定期的にモニタリングしてまいります。

また、キャリア採用者や外国籍社員の経営の中核を担う人財への登用についても、現状より管理職比率を増加させる方針で、採用、育成、登用を
進めてまいります。

　　※ 新卒採用を除くいわゆる中途採用を意味します。

2．多様性確保に向けた自主的かつ測定可能な目標

　多様性確保に向け、女性管理職およびキャリア採用者・外国籍社員の管理職登用目標を以下のとおり設定し、定例的にモニタリングしていま
す。

(1)女性社員

　　2025年4月までの女性管理職比率は以下のとおりですが、女性管理職比率を2030年頃までに10％まで、更に2035年頃までに15％まで引き上
げます。

　　　　　　　　　　2023年４月 2024年４月 2025年４月 2030年頃 2035年頃

女性管理職比率※　　　2.3％ 　　　　　2.8％ 　3.4％ 　10％ 　15％

※ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（2015年法律第64号）の規定に基づき算出したものであります。

なお、上記目標を着実に前進させるため、女性管理職候補層割合等を補完指標として目標設定しています。2025年4月までの女性管理職候補層
（課長代理層）割合および役職員に占める女性比率は以下のとおりですが、2030年頃までに役職員に占める女性比率並みの30％を目指します。
また男性の育休取得率の普及促進への取組みなど、女性管理職が活躍できるための労働環境の整備に努めています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2023年４月 2024年４月 2025年４月 2030年頃

女性管理職候補層（課長代理層）割合 7.5％ 　　　　　9.4％ 　11.4％ 　30％

役職員に占める女性比率 　　　　　　　　18.1％ 　19.3％ 　20.7％ 　30％

男性育休取得率（1週間以上）※ 　　　　65.7％ 　86.0％ 　86.7％ 　100％

※ 最近事業年度の実績。なお、上記は当社が取得目標として掲げる1週間以上の育児休業を取得した男性の数を分子として算出したことのほ

か、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（1991年法律第76号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業
等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（1991年労働省令第25号）第71条の４第２号における育児休業等および育児目
的休暇の取得割合の計算方法に準じて算出した取得割合です。したがって、当社の６月17日提出に係る有価証券報告書に記載した１日以上の育
児休業を取得した男性の数を分子として算出した上記表中の男性労働者の育児休業取得率（96.8％）とは異なります。

(2)キャリア採用者・外国籍社員

　　　キャリア採用者・外国籍社員の管理職についても、役職員に占める比率を目途に、現状より増加するよう取り組んでいます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2023年４月 2024年４月 2025年４月 　今後

キャリア採用者管理職比率※ 　　　　　　　8.9％ 　　　　　10.4％ 　12.0％ 　現状より増加

役職員に占めるキャリア採用者比率 　　　16.9％ 　　　　　18.5％ 　20.4％ 　現状より増加

外国籍社員管理職比率※ 　　　　　　　0％ 　　　　　0％ 　　　　　0.2％ 　現状より増加

役職員に占める外国籍社員比率 　　　1.7％ 　　　　　3.5％ 　5.1％ 　現状より増加

※キャリア採用社員の総数、ならびに外国籍社員総数に対する、それぞれの管理職比率（課長相当職以上）

なお、外国籍社員については、2025年３月31日時点で、当社の海外現地法人の社員1,879名のうち1,856名が外国籍社員であり、370名の管理職
のうち外国籍社員が349名を占めております。

当社単体での外国籍社員と海外現法の外国籍ナショナルスタッフとのコミュニケーションを密接に図ることにより、当社単体での外国籍社員の機
能発揮の機会の増大を図っています。

3. 多様性の確保に向けた人財育成方針、社内環境整備方針、その状況

　少子高齢化による働き手の減少や働くことへの価値観の変化などを踏まえ、継続的に優秀な人財を雇用していくため、今後も性別や国籍などの
属性によらず、能力や実績など人物本位の考え方による採用、育成、人事評価を継続するとともに、全ての従業員が全ての職場においてイキイキ
とやりがいをもって活躍できるよう労働環境を整備してまいります。

　　

2025年３月期におきましては、女性社員が活躍できるフィールド拡大の検討や、男性社員の育休取得推進に加え、研修や女性社員同士の社内
ネットワーキングの構築等の取組を行いました。また、キャリア採用者、障がい者、外国籍社員においても、同様にアンコンシャスバイアス等の研
修や、外国籍社員同士の社内ネットワーキングの構築等の取組を実施しました。

こうした取組を重ねることで、多様な視点によるアイデアやイノベーションが創出され、持続的な成長と企業価値向上が図られるものと考えており
ます。

＜2025年３月期に実施したダイバーシティ推進に係る研修・イベント・制度改正＞

【研修】

〇管理職向け研修（女性部下育成強化、ヒューマンスキル等）

〇女性社員向け研修（キャリアデザイン、リーダーシップ、仕事と育児の両立等）

〇パラアスリートによる障がい者の理解促進研修　

〇ＬＧＢＴＱ+ 理解研修

【イベント】

〇TakasaGo! Woman Pride 2024（当社の女性社員が一堂に会する大会）開催

○女性社員を対象とした業務経験がない現場や新規事業の見学会の実施

○社内外で活躍する社員のトークイベント

〇各属性社員による意見交換会の実施（キャリア採用者・外国籍・障がい者・シニア人財）

〇東京レインボーパレード2023～2025の協賛およびパレード沿道応援

【その他】



〇職掌別賃金差に対する制度改正

〇キャリア採用者へ向けた入社時ガイダンスの実施

〇ＰＲＩＤＥ指標シルバー認定取得（一般社団法人work with Pride）

○介護支援動画の展開（介護フェーズ毎の対応、管理職向け等）

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は確定給付企業年金制度の運営にあたり、アセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう外部専門機関の知見を活用し、適切な
リスク管理と効率的な積立金運用を実施しております。また、人事配置面において年金運用の専門的知見・資質を有する者を任用するよう努めて
おります。こうした体制整備に加え、企業年金運営委員会において、年金制度の運営方針の決定や運営状況のモニタリング等を行っております。

【原則3-1　情報開示の充実】

(ⅰ)パーパス、グループ長期ビジョン、中期経営計画

当社は、2023年５月にパーパス「環境革新で、地球の未来をきりひらく。」および「高砂熱学グループ長期ビジョン2040 Create our PLANET,Create

our FUTURE」を公表しました。

パーパスは、当社グループ社員が目指すべき方向性と心の拠り所を言語化したものです。

また、「高砂熱学グループ長期ビジョン2040」では、当社グループが有する空気調和の技術を核としながら環境創造の事業領域を拡げ、①建設事
業、②設備保守・管理事業、③カーボンニュートラル事業、④環境機器製造・販売事業の４つの事業ドメインをＤＸで連携し、2040年に経常利益400
億円以上（次期中期経営計画策定時に目標再考予定）の創出を目指すことを掲げています。また、その実現に向けて、３つのフェーズを計画期間
として設定しました。第１フェーズ（2023-2026）は、「中期経営計画(2026) Step for the FUTURE-未来への船出の４年間-」と題し、コア事業（建設事

業）による収益基盤を盤石なものとし、コア事業によって得られる資金を事業領域の拡大に向けた成長投資に振り向けながら、2026年度に経常利
益400億円の達成を目指します。続く第２フェーズ（2027-2030）は、成長実現の４年間と位置づけ、海外事業の伸長、ＤＸによる新たな付加価値の
創造、カーボンニュートラル事業の収益化を目指します。第３フェーズ（2031-2040）は、飛躍の10年間と位置づけ、カーボンニュートラルに資する新
たな事業セグメントの確立を目指します。

上記３つのフェーズを着実に進める中で、役職員一人ひとりが環境クリエイター※として　挑戦を続け、ビジネスパートナーと環境価値を共創し、持
続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ってまいります。

※環境クリエイターとは、偏に環境関連事業に携わる狭義の人財ではなく、高砂熱学グループにおいて技術・営業・管理・経理の業務を通じて、社
会課題解決に資する価値創造を成す人財を意味します。（以下同じです。）

(ⅱ)本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社は、パーパス「環境革新で、地球の未来をきりひらく。」に基づく自らの企業活動をサステナビリティ経営と認識し、株主、お客様、取引先、協力
会社、地域社会、社員等、各ステークホルダーの課題解決に貢献し、社会から信頼を確保するよう努めます。

また、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の重要課題の一つととらえ、実効的なコーポレート・ガバナンスの実践を通じて、持続的な成長と中長
期的な企業価値の向上を図ります。

1. 株主の権利・平等性の確保

（株主の権利確保）

当社は、株主が重要なステークホルダーであると認識し、平等にその権利を行使できるよう環境を整備します。少数株主、外国人株主について
も、平等性の確保および適切な権利行使の確保に努めます。

（資本政策・財務戦略）

当社は、資本効率と財務健全性のバランスを重視し、持続的成長を支える財務基盤を構築するとともに、創出したキャッシュを企業価値向上に向
けた成長投資と株主還元へ適切に配分します。資本効率については、資本コストを意識した資本収益性を追求し、ＲＯＥ向上を目指します。利益
配分につきましては、配当による株主還元を基本としております。2024年３月期中間・期末配当以降は、具体的には、配当性向40％を目途に持続
的な利益成長に応じて配当を増やしていく累進配当の方針としております。

なお、内部留保資金につきましては、当社グループの持続的な成長および中長期的な企業価値向上を目的として、競争力強化のための技術開発
や財務体質強化ならびに事業領域拡大等のための業務・資本提携の原資といたします。

また、当社は、中長期的に株主価値を高める観点から、「健全性」と「資本効率」を踏まえつつ、市場環境や資本水準、事業投資機会等を総合的に
勘案し、自己株式の取得を機動的に実施することとしております。

2.株主以外のステークホルダーとの適切な協働

（パーパス）

当社は、パーパス「環境革新で、地球の未来をきりひらく。」の中で、「人の和で多様性と共創の輪をひろげていく」と掲げております。空気調和の技
術を核に環境創造の事業領域を拡げ、役職員一人ひとりが、環境クリエイターとして、社内外の多様な人財と高め合い、ビジネスパートナーと共に
挑戦を続けることで環境価値を共創してまいります。

（サステナビリティ）

当社は、サステナビリティ基本原則※の下、中期経営計画で定めた目標達成に向け持続可能な　成長と中長期的な企業価値の向上を目指すサ
ステナビリティ経営を推進しております。

当社グループは、パーパス「環境革新で地球の未来をきりひらく」の下、環境クリエイターとして、TakasagoWayの実践を通じ持続的な成長と企業価
値の向上を目指します。

※サステナビリティ基本原則（2024年４月改定）

1.サステナビリティ課題の解決に向けた取組を事業活動に組み込み、事業の一環として取り組みます。

2.サステナビリティ課題に関するリスクへの的確な対応と収益機会の獲得を目指します。

3.サプライチェーンを含めたあらゆるステークホルダーと協働し取り組みます。

4.建物内の空間環境にとどまらず、地球環境にやさしい技術・サービスの提供に努めます。

5.お客様ニーズを把握し、常にお客様から期待される以上の品質提供に努めます。

6.公平・公正な処遇、人権尊重、ダイバーシティおよび健康経営の推進など、働きやすく意欲向上に資する労働環境を整備し、社員エンゲージメン
トの向上に努めます。

7.企業倫理の徹底をはじめ公正で透明性の高い経営を推進します。

8.経営トップが率先垂範し、全役職員が高い使命感と情熱をもって取り組みます。

3. 適切な情報開示と透明性の確保

（情報開示の充実）

当社は、法令により義務づけられるか否かに必ずしもとらわれることなく、投資家の保護および資本市場の信頼性確保の観点から、適時・適切に



情報開示を行うよう努めます。

情報開示にあたっては、当社と株主との間で、建設的な対話が実現するよう、正確さ、分かりやすさに努めます。

（会計監査人）

会計監査人は、監査等委員会、経理財務部門、内部監査部門等の関連部門と連携し、監査日程や監査体制の確保に努め、適正な監査を行いま
す。

当社は、会計に影響を与える事象の発生について、速やかに監査法人に報告し、会計処理方針を相談または告知しております。会計監査人は当
該事象の正確な背景、事実関係を把握した上で意見形成に努めます。

4．取締役会の責務

（取締役会の役割・責務）

当社は、取締役会の主要な役割・責務である「企業戦略等の方向性提示」「リスクテイクを支える環境整備の構築」「経営陣・取締役に対する実効
性の高い監督」を十分に実行できるよう、任意の委員会の設置等の仕組みを構築し活用してまいります。

また取締役会は、重要な業務執行の決定と取締役の職務の執行の監督を行い、経営の効率性の向上と業務執行の適法性・妥当性を確保しま
す。

（独立社外取締役の活用）

当社は、「経営の監督と執行の分離」を推進し、経営の監督における取締役会の独立性および客観性を確保するため、経営陣から独立した社外
取締役の判断を活かしてまいります。

独立社外取締役は、専門分野と豊富な経験と識見を活かして、経営の方針や経営改善について、独立した立場から有用な指摘、意見等を述べて
いただくことを通じて、当社の持続的な成長、中長期的な企業価値の向上に資する審議を行うことが可能と考えております。なお、当社は、2025年
６月現在、独立社外取締役比率は58.3％（取締役12名のうち７名が独立社外取締役）であり、取締役会議長・監査等委員会委員長ならびに任意の
ガバナンス・指名・報酬委員会委員長は独立社外取締役に務めていただいています。

（取締役会の実効性評価）

当社は、取締役会がその役割・責務を実効的に果たすために、取締役会全体が適切に機能しているか確認いたします。定期的に各取締役の自
己評価に基づき取締役会全体として実効性について分析・評価を行うとともに、社外取締役から直接当該内容に関する指摘、意見を得て、問題点
の改善等、適切な措置を講じます。

本評価の分析結果につきまして、取締役会の意思決定機能・監督機能の向上に活用し、その概要を開示いたします。詳細については、後記【補充
原則4－11－3　取締役会全体の実効性の分析・評価、その結果の概要の開示】をご参照ください。

5．株主との対話

（株主との対話）

　当社は株主の意見に耳を傾け、適切な対応をとっていくことが持続的な成長と中長期的な企業価値の向上につながると認識しています。そのた
め、当社は株主との対話や資料の開示等を通じて、株主と建設的な関係を築いていくよう努めます。詳細については、後記【原則5-1　株主との建
設的な対話に関する方針】をご参照ください。

(ⅰ)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等については、当社の事業を中長期的に成長させ、当社の企業価値ひいては
株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上していくことを目的として、コーポレートガバナンスを巡る動向や外部専門機関による調査データ、他
社の報酬水準等を考慮の上、健全なインセンティブ（動機付け）の一つとして機能する報酬制度とする方針を取締役会の決議により決定しておりま
す。また、監査等委員である取締役の個人別の報酬等については、株主総会の決議により決定した監査等委員である取締役の報酬等の総額の
最高限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決定しております。

　当社の役員の個人別の報酬の内容に係る決定方針の内容の概要は、次の通りです。

取締役の報酬については、株主総会の決議により取締役（監査等委員である取締役を除く）および監査等委員である取締役のそれぞれの報酬等
の総額の最高限度額を決定しております。

　当社は、役員報酬に関する独立性・客観性・透明性を高めるために、任意の諮問機関としてガバナンス・指名・報酬委員会を設置しており、当該
委員会における審議を経て、取締役会の決議により取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等を決定いたします。なお、当委員会の過半
数は独立社外取締役で構成することとしており、直近事業年度においては、ガバナンス・指名・報酬委員会は５名の委員により構成され、そのうち
４名が独立社外取締役となっております。また委員長は独立社外取締役が担っております。

　取締役（監査等委員である取締役および独立社外取締役を除く）の報酬構成は、基本報酬、短期（年次）インセンティブとしての賞与、および中長
期インセンティブとしての株式報酬制度（役員報酬ＢＩＰ信託）とし、当社の役員の個人別の報酬の内容に係る決定方針を考慮した構成割合を設定
しております。また、役位が上がるにつれて固定報酬の割合を減らし、変動報酬（賞与および株式報酬制度（役員報酬ＢＩＰ信託））の割合は増やす
方針としております。

　なお、独立社外取締役については、基本報酬のみとし、賞与および株式報酬制度（役員報酬ＢＩＰ信託）は支給しないものとします。

　基本報酬は、役位に応じて決定される固定報酬としており、毎月一定額を支給します。

　賞与は、単年度業績の達成に向けたインセンティブおよび中長期ビジョンの実現に向けたマイルストーン達成へのコミットメントと位置付け、連結
経常利益、連結売上高総利益率および各役員の個別評価に応じて０％～200％の範囲で変動する仕組みとし、毎年一定の時期に支給します。

　株式報酬は、業績連動報酬（60％）と業績非連動（株価連動）報酬（40％）で構成します。業績連動報酬は、中長期の企業価値向上への貢献意
欲を高めるべく、中期経営計画で掲げる重要指標その他取締役会が定める指標を用いて、業績目標の達成状況に応じて０％～200％の範囲で　
変動する仕組みとします。当初の指標は連結経常利益、連結ＲＯＥ、相対ＴＳＲ（対ＴＯＰＩＸ）、ＣＯ２排出量削減、従業員エンゲージメントとします。
なお、今後、当社を取り巻く外部環境の変化や中長期的な戦略の見直し等の事情が生じた場合には、ガバナンス・指名・報酬委員会の審議を経
た上で、取締役会の決議により、当該指標および評価ウェイトを変更することがあります。業績連動報酬は中期経営計画終了後の一定の時期に、
業績非連動報酬は退任時に支給します。

　執行役員の報酬につきましても、取締役（監査等委員である取締役および独立社外取締役を除く）と同様に、基本報酬、短期（年次）インセンティ
ブとしての賞与、および中長期インセンティブとしての株式報酬制度（役員報酬ＢＩＰ信託）により構成され、ガバナンス・指名・報酬委員会における
審議を経て、取締役会の決議により決定いたします。

なお、取締役（監査等委員である取締役および独立社外取締役を除く）および執行役員は、　役員持株会を通じて、任意拠出により、当社株式の
取得に努めております。

　監査等委員である取締役に対する報酬等については、基本報酬のみとし、各監査等委員である取締役の基本報酬の額は、各監査等委員であ
る取締役の職務の内容・量・難易度や責任の　程度等を総合的に勘案し、監査等委員である取締役の協議により決定いたします。その職務等に
鑑み、監査等委員である取締役に対する賞与および株式関連報酬はございません。

　なお、直近事業年度における取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会の決議により決定しておりますが、その決定にあたっては、ガバナ
ンス・指名・報酬委員会にて役員報酬に関する妥当性や制度設計等の審議を行い、当社の役員の個人別の報酬の内容に係る決定方針との整合



性を含めた多角的な検討を行った上で取締役会に答申を行い、取締役会において当該答申を尊重して決定したものであるため、直近事業年度に
係る取締役の個人別の報酬等の内容は当該方針に沿うものであると判断しております。

　報酬MIXのイメージ（代表取締役：標準時）

　図の挿入

　＜役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日および当該決議の内容＞

１） 取締役（監査等委員である取締役を除く）　　

報酬の種類 　　　　　決議年月日 　　　　対象者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　決議時の員数

基本報酬および賞与 　　2023年６月23日 取締役（監査等委員である取締役を除く） 550百万円以内　　　　　　　　　　　　　　　　８名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１事業年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち社外取締役は100百万円以内） 　

株式報酬 　　　　　　　　　2024年６月19日 取締役（監査等委員である取締役および　　600百万円以内　　　　　　　　　　　　　　　　　取締役４名、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社外取締役を除く）および執行役員　　　　　（１事業年度） 　　　　取締役を兼務しない執行役員26名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　240,000株以内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１事業年度）

２）監査等委員である取締役

報酬の種類 　　決議年月日 　　　対象者 　　　　　　　　　　　　　金額 　　　　　　　　　決議時の員数

基本報酬 　　2023年６月23日　　　監査等委員である取締役 　年額120百万円以内 　４名

＜直近事業年度における業績連動報酬決定方法＞

　当事業年度に係る賞与の個人別支給額は、各監査等委員を除く取締役の業績や職務、貢献度等を総合的に勘案し決定しております。

当事業年度の業績指標については、単年度業績目標達成への士気向上を目的として、前事業年度の業績（連結経常利益、連結売上高総利益
率）および役員個人の定性評価（個人別目標達成度合、後継者育成、企業価値向上、サステナビリティ推進への取組、監督機能の発揮およびコ
ンプライアンス）に応じて、役位別の基準額に対して0％～200％の範囲で変動する仕組みとしております。

　なお、当事業年度の指標に係る実績は以下のとおりであります。

指標 　　　　　　　　　　　　　　実績（対期初公表達成値率）

連結経常利益　　　　　　　　　34,970百万円（127％）

連結売上高総利益率 　　18.8％（113％）

＜決定権限を有する者の氏名または名称＞

　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額について、ガバナンス・指名・報酬委員会にて審議した後、取締役会にて決議してお
ります。当該委員会の概要は、２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（「現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要」）
に記載しております。

＜権限の内容・裁量の範囲＞

　当社は、種類別の報酬額について、株主総会に基づき定められた種類別の限度額の範囲内で決定しております。

基本報酬は、取締役会の決議によって定めた役位別の報酬額に従い決定されますので、代表取締役やガバナンス・指名・報酬委員会による裁量
の余地は原則としてありません。賞与は、取締役会の決議によって定めた役位別の算定方法に従い報酬額が算出され、報酬額の決定はガバナ
ンス・指名・報酬委員会において報酬額の妥当性を検証した後、取締役会で決議されます。株式報酬は、取締役会の決議によって定めた役位別
報酬額の算定方法に従い決定されます。

なお、ガバナンス・指名・報酬委員会で審議する対象者の範囲は、報酬に関しましては、取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除
く）および執行役員です。

＜決定方針の決定に関与する委員会の手続の概要＞

　ガバナンス・指名・報酬委員会は事務局を設置し、「ガバナンス・指名・報酬委員会規則」に則り、会議招集、事前説明等を行います。会議内容は
委員長判断で取締役会に報告されます。

＜取締役会および委員会等の活動内容＞

　ガバナンス・指名・報酬委員会は、直近事業年度において計13回開催し、役員報酬制度改定について審議するとともに当社が提示した個人別の
支給額案に対し、各個人別に機能発揮状況を勘案し報酬額の妥当性を審議いたしました。取締役会では、当該委員会による審議結果の報告を
受けました。

(ⅱ)取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　当社は、経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名に関する客観性・透明性を高めるために、取締役会の任意の諮問機関として、独立社外取締
役で過半数を構成し、委員長を独立社外取締役とするガバナンス・指名・報酬委員会を設置しており、当該委員会における審議を経て、取締役会
に候補を上程しています。ただし、監査等委員である取締役については、取締役会に候補を上程するに際し、監査等委員会の同意を得るものとし
ています。なお、本報告書提出時点において、ガバナンス・指名・報酬委員会は５名の委員により構成されているところ、４名が独立社外取締役と
なっております。委員長は独立社外取締役が担っております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く）候補の指名基準として、事業経営に関する識見を有し、先見性、洞察力、客観的判断力等に優れるこ
と、グループの持続的成長と企業価値向上のためリーダーシップを発揮できること、次世代の経営陣幹部育成に積極的な貢献が見込まれること、
品格に優れ、人望厚く、高い倫理観、胆力を有していること、心身ともに健康で業務の遂行に支障がないこと、特別な利害関係がある等特段の問
題を有していないこと等を総合的に判断いたします。上記基準に加え、社外取締役でない取締役については、担当する分野を担うに値する経験と
識見を有するとともに、全体最適の観点から業務執行が可能なバランス感覚とリーダーシップを有することを要件といたします。また、社外取締役
については、専門分野や企業経営に関する豊富な経験と識見を活かして、独立した立場から経営の監督とチェック機能を果たすことを要件として
おります。なお、独立社外取締役の独立性確保のための基準は、後記【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準および資質】に記載しており
ます。

　監査等委員である取締役候補の指名基準として、監査等委員である取締役の責務を果たすための資質を有していること、高度な倫理観を有し
ていること、心身ともに健康であること、特別な利害関係がある等特段の問題を有していないこと等を総合的に判断いたします。上記基準に加え、
監査等委員である社内取締役については、当社の事業に関する豊富な経験と識見を有し、適切な監査・監督を行うことが可能であることを要件と
いたします。また、監査等委員である社外取締役については、専門的見地や企業経営に関する豊富な経験と識見を活かして、独立した立場から
適切な監査・監督を行うことが可能であることを要件としております。なお、独立社外取締役の独立性確保のための基準は、後記【原則4-9　独立
社外取締役の独立性判断基準および資質】に記載しております。



執行役員の選任基準として、高い専門性、実績を有し、経営戦略上の重要なマネジメントを担えること、グループの持続的成長と企業価値向上の
ためリーダーシップを発揮できること、次世代の経営陣幹部育成に積極的な貢献が見込まれること、品格に優れ、人望厚く、高い倫理観、胆力を
有していること、心身ともに健康で業務の遂行に支障がないこと、特別な利害関係がある等特段の問題を有していないこと等を総合的に判断いた
します。

なお、経営陣幹部が上記の基準に照らし著しく適格性を欠くと認められる場合においては、ガバナンス・指名・報酬委員会において、解任の審議を
行えるものとしています。

(ⅲ)取締役会が上記（ⅱ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

当社は、取締役候補の指名に際して、株主総会招集通知において、それぞれ候補者とした理由を記載しております。なお、現在の取締役を候補
者として指名した際の、個々の指名についての説明は、以下のとおりです。

代表取締役社長 社長執行役員　小島　和人

小島　和人氏は、空調設備事業の執行を通じて、当社グループの事業に関し、豊富な経験と建築設備の設計・施工等における高い識見を有して
おります。また、当社グループの中期経営計画・年度経営計画の策定、機構改革、ＥＳＧ・ＳＤＧｓを意識した経営企画業務を通じて執行責任を果た
してきました。代表取締役社長 社長執行役員として、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、ならびに取締役会の活性化と

機能強化が期待できるものと判断いたしました。

取締役 副社長執行役員　営業本部長 兼 研究開発本部管掌　久保田　浩司

久保田　浩司氏は、長年にわたり営業部門に携わり、現在は空調設備事業の営業を統括する営業本部長を務めております。このような経歴を有
する同氏は、能力・識見とも優れており、豊富な経験に基づき、営業部門を通じて執行責任を果たしてきました。取締役 副社長執行役員として、当

社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、ならびに取締役会の活性化と機能強化が期待できるものと判断いたしました。

取締役 専務執行役員　技術本部長 兼 関係会社担当 神谷　忠史

神谷　忠史氏は、空調設備事業の執行を通じて、当社グループの事業に関し、豊富な経験と建築設備の設計・施工等における高い識見を有して
おります。また、空調設備事業の事業統括および生産性の向上を通じて執行責任を果たしてきました。コアビジネスの事業統括の担当として、当
社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、ならびに取締役会の活性化と機能強化が期待できるものと判断いたしました。

取締役 執行役員　財務・ＩＲ統括部長　兼 コーポレート部門管掌　森野　正敏

森野　正敏氏は、金融機関での豊富な経験を通じ、財務・金融等をはじめとした業務執行に関する高度な知見を有しております。当社入社以来、
財務・経理およびＩＲ・広報に関する統括責任者として執行責任を果たしてきました。財務・ＩＲ部門の統括およびコーポレート部門の担当として、当
社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、ならびに取締役会の活性化と機能強化が期待できるものと判断いたしました。

取締役　　内野　州馬

　本報告書後記、当該社外取締役「選任の理由」に記載しております。

取締役　　髙木　敦

　本報告書後記、当該社外取締役「選任の理由」に記載しております。

取締役　　関　葉子

　本報告書後記、当該社外取締役「選任の理由」に記載しております。

取締役　　森本　英香

　本報告書後記、当該社外取締役「選任の理由」に記載しております。

取締役（監査等委員）　山田　博隆

　山田　博隆氏は、プロフィットセンターのコーポレート関連業務（財務・会計・法務）に従事し、2019年4月からプロフィットセンターの事業担当役員
（国内）として執行責任を果たし、当社の企業価値向上に貢献してきました。当社における豊富な業務経験と、当社の経営全般および財務・会計等
に関する知見を有していることから、監査等委員である取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断いたしました。

取締役（監査等委員）　　榊原　一夫

　本報告書後記、当該取締役（監査等委員）「選任の理由」に記載しております。

取締役（監査等委員）　　日岡　裕之

　本報告書後記、当該取締役（監査等委員）「選任の理由」に記載しております。

取締役（監査等委員）　　若松　弘之

　本報告書後記、当該取締役（監査等委員）「選任の理由」に記載しております。

　【補充原則3-1-3サステナビリティについての取組み】

当社は、2021年に制定したサステナビリティ基本原則（詳細はP.3参照）の下、持続可能な成長と中長期的な企業価値の向上を目指すべく重要マ
テリアリティを選定し、以下の掲げるガバナンス・リスク管理・戦略・指標と目標のフレームに則りサステナビリティ経営を推進しております。

１．ガバナンス

当社では、サステナビリティ課題への取り組みが中長期的な企業価値を向上させ、前述の長期ビジョン・中期経営計画の実現に結び付くとの考え
方の下、取締役会が適切に監督する体制を整備しています。

具体的には本部長・部長クラスで構成するサステナビリティ推進委員会で中長期のゴールや足元の実施策などを協議の上、経営会議で審議し取
締役会に上程・報告する体制としております。

2024年度は、サステナビリティ推進委員会を計7回開催し、当社グループ全体の活動状況の確認や、1.5℃目標に向けた施策に関する議論を行
い、その内容を経営会議で審議し、取締役会に上程し、2025年度の経営計画に組み込みました。

＜２０２５年度予定＞
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＜２０２４年度実績＞



図の挿入

上記のとおり、サステナビリティ推進委員会で議論された内容は経営会議での審議を経て、取締役会へ付議され、必要に応じて取締役会からの
指示を受けることとなっています。また、グループ各社ともサステナビリティ推進委員会を通じて、気候関連リスク・機会に関するグループシナジー
の発揮を目標に掲げる体制としています。

なお、取締役会の構成員（候補者）の選定にあたっては、気候変動など環境問題に関する経験や知見を、取締役に期待する専門性および経験等
の一つに掲げ、ガバナンス・指名・報酬委員会で、スキルマトリックスの評価結果の妥当性を確認しております。加えて、気候関連分野における有
識者を講師として招聘した勉強会を適宜開催し、取締役会の気候関連課題のリテラシー向上を図っています。また、取締役の報酬の中に、複数の
マテリアリティのひとつとして温室効果ガス排出削減目標に対する達成状況に応じた評価を組み込んでいます。

当社グループは、環境クリエイターとしての具体的な行動計画、定期的な進捗状況の確認や改善方策の立案などを取締役会が適切に監督できる
ための体制を整備することで、ガバナンスの実効性を高めています。

２．リスク管理

　当社グループでは、リスク担当役員を委員長とする「全社リスク管理委員会」を中心に、事業運営におけるリスクを全社的に管理する体制を構築
しています。サステナビリティ関連のリスクについては、サステナビリティ推進委員会で影響評価を行った上で、「全社リスク管理委員会」へ連携さ
れ、内部統制委員会を経て取締役会でモニタリングする等、他の事業全体のリスク全般と合わせて統合管理されており、さらに、グループ会社各
社におけるリスクの反映等も適宜行っています。

　なお、機会の識別・評価および対応方針については、グループ各社も含めたサステナビリティ推進委員会にて、管理することとしています。
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３．戦略並びに指標および目標

　当社グループでは、社会情勢や事業環境の変化も踏まえ、スピード感を重視し優先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を以下のプロセ
スで特定し、適時アップデートを図っていきます。環境、社会、ガバナンスの各領域の中でも、特に重要な社会課題として認識する「気候関連」およ
び「ウェルビーイング・人的資本の強化」について、戦略および指標と目標を設定し取り組んでいます。
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（１）気候変動課題への対応

（戦略）

　気候変動課題への対応については、ＴＣＦＤ提言に基づき、当社にとっての気候関連リスクと機会を抽出の上、影響度算定の前提として1.5℃と４
℃シナリオを設定し分析しております。

　1.5℃シナリオでは、資機材等の調達コストの増加等の移行リスクが高まることが想定される一方で、物理的リスクについては、その影響は一定
程度緩和され、自然災害による作業現場の被災が発生する可能性は相対的に低いと想定されます。

　一方で、４℃シナリオにおいては、移行リスクは低い一方で、自然災害による施工現場の工程遅延等、物理的リスクは相当大きくなると想定され
ます。

　なお、サプライチェーンを含めた建設労働者の熱中症や感染症等の健康被害は、双方いずれのシナリオの場合であっても、現状比で著しく増加
することが想定されます。社員や作業員が働く環境整備に関する課題は、事業の継続・発展に必要不可欠な技術系を中心とする社員の確保のた
めにも非常に重要であり、様々に重点的な対策が求められます。

　こうした分析の下で、主なリスクへの対応として、まず調達コストへの増加など移行リスクへの対応として、素材メーカー等との連携による低炭素
素材の研究を進めます。

　また、建設現場の環境苛烈化といった物理的リスクの顕在化で、建設業入職者が一層減少し、施工能力が不足することが想定されますが、この
リスクに対しては、T-Base（※）等による作業オフサイト化の拡大、ＤＸを活用した生産性向上などの職場環境の整備を進めます。

　当社事業にとって気候関連課題への対応は事業の成長機会でもあり、こうした機会を獲得するために、上記の対応に加え、積極的な省エネ設
計提案、顧客・取引先とのエンゲージメント（対話）を通じた新技術開発に邁進してまいります。

※T-Base：これまでの現場ごとの「施工管理」からプラットフォームによる「生産管理」へと、施工の在り方の変革を進めるプロジェクト

図の挿入

図の挿入

（指標と目標）

　当社は、気候関連リスク・機会を管理するための指標として、スコープ１・２およびスコープ３の温室効果ガス排出量および削減率を指標として設
定し、以下のような目標を中期経営計画2026のＫＧＩとして定めております。

　ＣＯ２排出量削減率（2026年度）

　　スコープ１・２　▲16.8％（2022年度対比）

　　スコープ３　　　▲10.0％（2022年度対比）

加えて、以下の２つの行動目標をＫＰＩとして掲げております。

グリーンエネルギー供給設備の社会実装

目標：中期経営期間中（2023-2026)に合計5,000kW相当の設備供給の実現

　　　　年間15,000t-ＣＯ２のカーボントランジション提案と受注

目標：市場・顧客に向けて空調関連設備の設置・更新等による15,000t-ＣＯ２／年の省エネ提案・受注

　なお、当社グループは、2024年度７月に2050年までにバリューチェーン全体で温室効果ガス排出量を実質ゼロにするネットゼロ目標が、「ＳＢＴ（
Science Based Targets）イニシアティブ」より、科学的根拠があると認められ、「ネットゼロ目標」の認定を取得しました。

　また、2021年度にＳＢＴイニシアティブより認定された2030年度までの温室効果ガス排出量削減目標（短期目標）についても削減率を引き上げ、「
1.5℃水準」を満たす内容として更新認定を受けました。

　役員報酬では、業績連動の株式報酬を決定する非財務指標として、スコープ１およびスコープ２のＣＯ２の排出量削減率を設定の上、2026年度
に▲16.8％（2022年度比）を目標とし、気候関連に関する社会課題解決への業務執行取締役の責任を明確化しております。具体的には、報酬全
体の30％部分に相当する株式報酬の中で、業績連動報酬部分（株式報酬の60％）の10％部分を当該指標の目標達成度合いにより配分する体系
としております。

　更に当社グループでは、1.5℃および４℃、いずれのシナリオ下においても戦略のレジリエンスを強化していく必要があるとの観点から、2050年
ネットゼロに向けた移行計画を策定いたしました。リスクを適切に回避しつつ、将来的に新たに創造されるビジネス機会を着実に獲得できるよう、



高砂熱学グループ長期ビジョン2040で掲げる経常利益400億円超の目標（次期中期経営計画策定時に目標再考予定）に向けて、中長期的に取り
組んでまいります。

　当社のＴＣＦＤ提言に基づく取り組みについては、以下のＵＲＬにおいて適時開示します。

（URL：https://www.tte-net.com/sustainability/environment/carbon_neutral/index.html）

（２）ウェルビーイング（人的資本の強化）

（戦略）

　当社グループは、人が最大の財産であると考え、創立以来、社是「人の和と創意で社会に貢献の下、社員一人ひとりの力を結集し新たな価値を
生み出し社会の発展に貢献してまいりました。

　その底流には、会社は社員一人ひとりにより支えられ、社員の自律的成長により会社も更に成長するという考えがあります。このように、当社グ
ループでは、多様な人財が互いを高め合い、社員一人ひとりが環境クリエイターとして常に挑戦し多様な人財が力を発揮ができる就労環境を整備
し、環境革新につながる戦略実現を可能とする人的資本の強化に取り組んでおります。

　そのような観点から、当社は、人財の多様性の確保を含む人財の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針として、「人財マネジメント
基本方針」（※）を定めております。

※人財マネジメント基本方針

当社は、「人が最大の資産である」という理念に基づき、人財育成と人間尊重を礎とした人財マネジメントを行います。

企業活動を通じて、常に新たな価値を生み出して社会に貢献していく為には、日々成長を続ける企業でなければならず、それを支えるのは常に成
長し続ける人財であるとの考えを基本とし、品性と高い倫理観を持ち、自律的に、常に挑戦し続ける人財を育成します。

また、性別、性的指向、性自認、国籍や障がいの有無などの属性にかかわりなく、お互いの多様性を認めて尊重し合う企業文化を醸成するととも
に、個々の人財が健康でイキイキと、能力を最大限に発揮できる労働環境を整備します。

（リスクと機会）

当社グループは、これまでの空気調和の技術を核としながら、環境創造の事業領域を拡げていくことを考えており、今後そうした新たな事業領域を
支える人財の確保が課題となります。また、長時間労働課題が生産性の制約につながり、当社グループの受注機会や売上の減少等の影響を及
ぼす可能性があります。加えて、ダイバーシティ、人権課題への対応が不十分であると、社員のモチベーション低下、これに伴う生産性やイノベー
ションの停滞等の影響が懸念されます。

これらのリスクを対応していくため、必要な人財を確保し、さらにこれらの人財が充分に機能発揮する環境を整えていく必要があります。

・2025年３月期の取り組みについては以下の通りです。

①必要人財の確保に向けて

本社部門のみならず全支店が一体となり、当社を知ってもらう機会を大幅に増やしており、新卒者の採用に注力しています。少子化に伴う人口減
少の影響により、さまざまな業界において人手不足が深刻化していますが、こうした取り組みの結果、必要な人員を確保できております。また、定
期的な１on１の実施により、上司と部下のコミュニケーションを活性化させ、社員の成長支援、日常の悩みの共有、中長期的なキャリア形成の確認
等を行いながら信頼関係を構築しており、無用な離職の低減につながっています。さらに育児・介護等と仕事の両立を支援するため、研修や制度
改定を通じて誰もが働きやすい職場環境の整備を図っています。

②働く社員を支える諸制度の構築と適切な運営

従業員一人ひとりが健康でイキイキと能力を最大限発揮できるよう、人財投資への取り組みを一層強化し、社員と会社の相乗成長サイクルを実現
するための人事制度改正や制度の運営を円滑に行い社員の活躍促進につながる評価者研修の充実などに取り組んでおります。

　社員の成長支援に関しては、タカサゴ・シン・アカデミーを中心に業務に必要なスキルと能力の見える化を図り、各スキルのレベル向上に必要な
学習機会をリンクさせ環境クリエイターとして自律的に成長できる環境を整備しつつ、プロフェッショナル人財を育成する教育体系を構築する等、運
営強化を図っています。

なお、従業員の健康経営を継続して行っており、健康経営優良法人2024（大規模法人部門）（※）に認定されております。

※健康経営優良法人 日本健康会議が特に優良な健康経営を実践している法人として、健康・医療新産業協議会 健康投資ワーキング・グループ

において定められた評価基準に基づき認定するもの

③ダイバーシティ推進とエンゲージメント向上

　2021年４月に、ダイバーシティワーキングチーム（現ダイバーシティ推進ワーキングチーム）の下に女性、キャリア採用、障がい者、外国籍社員の
各ワークショップを設置し、2022年にＬＧＢＴＱ+、2023年にシニア人財も加え、課題抽出と対策を検討し、様々な取り組みを行っております

　とくに、2025年３月期におきましては、女性社員が一堂に会した「TakasaGo! Woman Pride2024」を実施し、自立的なキャリア形成の理解、女性社

員同士の社内ネットワーキングの構築、ロールモデルとなる社員を見つける場といたしました。

＜2025年３月期に実施したダイバーシティ推進に係る研修・イベント・制度改正＞

〇研修

・管理職向け研修（女性部下育成強化、ヒューマンスキル等）

・女性社員向け研修（キャリアデザイン、リーダーシップ、仕事と育児の両立等）

・パラアスリートによる障がい者の理解促進研修

・ＬＧＢＴＱ+理解研修

〇イベント

・TakasaGo! Woman Pride2024（当社の女性社員が一堂に会する大会）開催

・女性社員を対象とした業務経験がない現場や新規事業の見学会の実施

・社内外で活躍する社員のトークイベント

・各属性社員による意見交換会の実施（キャリア採用者・外国籍・障がい者・シニ

ア人財）

・東京レインボーパレード2023～2025 協賛およびパレード沿道応援

〇その他

・職掌別賃金差に対する制度改正

・キャリア採用者へ向けた入社時ガイダンスの実施

・ＰＲＩＤＥ指標　シルバー認定取得　（一般社団法人work with Pride）

・介護支援動画の展開（介護フェーズ毎の対応、管理職向け等）

　当社は、社員のエンゲージメントの向上を狙いとして、四半期に一度エンゲージメント調査を実施しております。このエンゲージメント調査の結果
を分析の上、課題を把握し改善活動を行うとともに、会社が実施するさまざまな施策の効果測定のためのツールとしても活用しています。

　社員エンゲージメント向上については、当社役員報酬における業績連動指標の一部に組み込むこととしております。役員報酬の詳細は「第４　提



出会社の状況　４．コーポレート・ガバナンスの状況等」をご参照ください。

　こうした取り組みの結果、エンゲージメントスコアは直近３年間で改善傾向が継続しています。

　また、ビジネスと人権課題への対応については、あらゆる事業活動において影響を受けるステークホルダーの人権を尊重し、バリューチェーン全
体を通じて持続可能な社会の実現に努めております。人権尊重に関する考え方を明確にするため、2021年12月に人権基本方針を定め、2022年よ
り人権デューデリジェンスに関する取組を開始いたしました。具体的には、サステナビリティ推進委員会によりサプライチェーン等のリスク抽出と評
価から顕著なリスクを重要課題として設定し、未然防止策・改善措置の検討・実施に向けた取り組みを進めております。2024年度は、当社の全社
員へ人権に関するｅラーニングを実施し、また、各本支店ならびに当社協力会社で組織される高和会会員企業を対象に人権に関するアンケート調
査を行いました。

（指標と目標）

上記戦略の達成に向け、以下の項目を「指標と目標」として掲げております。

指標 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目標 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実績

社員数 　　　　　　　　　　　　　　　2026年度までに350名以上増　　　　　　　　　　　2,365名※１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中期経営計画2026でＫＰＩに設定）

女性管理職比率 　　　　　　　　　　　2030年頃までに10％・2035年頃までに15％ 　3.4%※２

男性育児休職取得率（1週間以上）　2030年頃までに100％ 　　　　　　　　　　　　　86.7％※３

※１2025年３月31日時点の実績

※２ 2025年４月１日時点の実績

※３　2024年度の実績

上記のほか、働く社員を支える制度である人事制度の改正、プロフェッショナル人財育成の実施を中期経営計画2026のＫＰＩとして掲げておりま
す。

なお、上記の実績および目標は、当社のみのものとなります。今後、連結グループに属する会社も含め、着実にダイバーシティが浸透すべく、その
推進に努めてまいります。

知的財産への投資に関しては、新たな事業の柱の創出や「設計・調達・施工」の生産性向上に向け研究開発投資を毎年実施しており、「設計・調
達・施工」に関わる無形資産の蓄積を図るとともに、「知財戦略室」が新たな技術や市場に投入する製品・サービスに関する知財権の維持・取得に
努めております。こうした研究開発投資による無形資産の蓄積や業界トップレベルの知財件数を通じて市場での競争優位を確保しています。併せ
て、特許侵害を防止するための体制を整備しております。

また、近年は、バリューチェーンとの連携による当社グループの技術の普及展開を図ることで、知財収入も着実に増加しております。

長期ビジョンで、４つの事業ドメインへの進出を目指す当社にとって、知的財産を活用した戦略展開は必要不可欠と考えており、引き続き、無形資
産や知財権を重要な経営資源に位置づけ経営戦略の高度化を図ります。

　【補充原則4-1-1　経営陣に対する委任の範囲】

当社は、「取締役会規則」、「経営会議規則」において、取締役会、経営会議で審議する事項等を定めています。

取締役会は、法令または定款に定めるもののほか、経営に関する基本方針、その他の重要な業務執行に関する事項を決定するとともに、代表取
締役、その他の取締役の職務の執行を監督し、経営の効率性の向上と業務執行の適法性・妥当性の確保に取り組んでおります。なお、取締役会
決議事項については、重要な財産の処分・譲受けや多額の借財等に関して一定の定量基準を定めるなどして、手続を明確化しております。

経営会議は、社外取締役を除く取締役（監査等委員である取締役を除く）により構成され、経営に関する重要な事項の審議の充実と経営資源配分
の意思決定迅速化を図っており、経営会議で経営に関する重要な事項を審議した上で、取締役会への付議を決議します。経営資源配分に係る事
項については、当会議にて決議の上、取締役会に報告しております。なお、経営資源配分に係る事項については、固定有形資産の取得等の項目
毎に定量的な決裁基準を定めるなどして、手続を明確化しております。

　【補充原則4-1-3　代表取締役社長の後継者計画】

代表取締役社長による後継者への承継の透明性および客観性を確保するため、代表取締役社長後継者計画において、後継者の育成方針や育
成計画、その進捗状況等をガバナンス・指名・報酬委員会に報告し、審議を行うこととしております。代表取締役社長はその交代に際し最適と認め
る者を後継候補としてガバナンス・指名・報酬委員会に発議し、同委員会において審議した上、審議結果を取締役会に報告するものとしています。

　【原則4-8　独立社外取締役の有効な活用】

当社は、取締役12名のうち７名を独立社外取締役として選任しております。

独立社外取締役は、取締役会やガバナンス・指名・報酬委員会等にて、専門分野や企業経営に関する豊富な経験と高い識見を活かして、独立し
た立場から経営の監督とチェック機能を果たしております。

　【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準および資質】

当社の社外役員の独立性判断基準は、以下のとおりです。

社外役員の独立性に関する基準

１. 当社を主要な取引先※とする者またはその業務執行者でないこと

※ 当社を主要な取引先とする者とは、直前事業年度および過去３事業年度（以下「対象 事業年度」という。）における当社との取引について、各

対象事業年度における取引の総額が、原則として、取引先の売上高の２％以上を占めている企業をいう。

２. 当社の主要な取引先※またはその業務執行者でないこと

※ 当社の主要な取引先とは、直前事業年度および過去３事業年度（以下「対象事業年度」という。）における当社との取引について、各対象事業

年度における取引の総額が、原則として、当社の売上高の２％以上を占めている企業をいう。

３. 当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産※を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法

人、組合の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）でないこと

※多額の金銭その他の財産とは、その価額の総額が、原則として、１事業年度について1,000万円以上のものをいう。

４. 最近において次の（1）から（3）までのいずれかに該当していた者でないこと

（1）１.２.または３.に掲げる者

（2）当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役

（3）当社の兄弟会社の業務執行者



５. 次の（1）から（6）までのいずれかに該当する者（重要※でない者を除く）の近親者※でないこと

（1）１.から前４.に掲げる者

（2）当社の子会社の業務執行者

（3）当社の子会社の業務執行者でない取締役

（4）当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役

（5）当社の兄弟会社の業務執行者

（6）最近において前（2）、（3）または上場会社の業務執行者に該当していた者

※「重要」な者とは、１.または２.の業務執行者については各会社・取引先の役員・部長クラスの者、３．の所属する者については各監査法人に所属
する公認会計士、各法律事務所に所属する弁護士（いわゆるアソシエイトを含む。）とする。また、近親者とは、二親等内の親族をいう。

　【補充原則4-10-1　ガバナンス・指名・報酬委員会の設置】

当社は、公正なコーポレートガバナンス体制の確立、経営の透明性の確保を目的に、独立社外取締役４名（うち１名女性）、社内取締役１名を構成
員とするガバナンス・指名・報酬委員会を設置し、取締役および執行役員の指名・報酬等に関する以下の事項について審議し、取締役会に上程・
報告します。

・取締役※、代表取締役、執行役員の選解任に関する方針

※監査等委員である取締役については監査等委員会の同意が必要

・株主総会に提出する取締役の選任および解任に関する議案

・社長および取締役のサクセッションプラン

・取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員の報酬に関する方針および算定方法案

・その他経営上の重要事項で取締役会が必要と認めた事項

現在、ガバナンス・指名・報酬委員会は、独立性・客観性を確保するため、独立社外取締役で過半数を構成し、委員長は、独立社外取締役の中か
ら、委員会の決議により選任しております。今後一層の独立性・客観性の強化に向けた検討を行っております。

なお、独立社外取締役の独立性確保のための基準は、前記【原則4-9独立社外取締役の独立性判断基準および資質】に記載しております。

　【補充原則4-11-1　取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方】

　当社の取締役会は、重要な業務執行の決定と業務執行取締役による職務の執行の監督を行うことにより、経営の効率性の向上と業務執行の
適法性・妥当性の確保に取り組んでおります。そのためには、活発な審議と迅速な意思決定を、適切な人数により構成され、多様性を有する取締
役会において行うことが必要と考えております。業務執行取締役は各専門分野における豊富な経験と識見を有するとともに全体最適の観点から
業務執行が可能なバランス感覚とリーダーシップを有するメンバーで構成することが必要と考えております。他方、社外取締役については、専門的
見地や経営に関する豊富な経験と識見を活かして独立した立場から、有用な指摘、意見を述べていただくことを通じて、当社の持続的な成長、中
長期的な企業価値の向上に資する審議を行うことが可能と考えております。

　当社グループの中長期経営戦略の実現に向け、特に期待する分野を①企業経営・経営戦略、②技術・イノベーション・ＤＸ、③環境、④グローバ
ル、⑤営業戦略・マーケティング、⑥財務・会計、⑦法務・リスクマネジメント、⑧人財開発・ダイバーシティとしております。

　現在の当社取締役会メンバーのスキルについては過不足なく適切に配置しており、その一覧は以下のとおりです。

＜取締役の知識・経験・能力＞

企業経営・経営戦略　技術・イノベ―ション・ＤＸ　　環境　　グローバル 営業戦略・マーケティング　財務・会計　法務・リスクマネジメント 　人財開

発・ダイバーシティ

小島　和人 　　　● 　　　　　　　　●　　　　　 　　　　● 　　　　　　　　　　●

久保田　浩司　 　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　　　　● 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

神谷　忠史 　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　　● 　　　　　　　　　　●

森野　正敏　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　● 　　　　　　　　　●

内野　州馬 　　　● 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　●

髙木　敦 　　　● 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　　　　　　　　　　●

関　葉子 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　● 　　　　　　　　　●

森本　英香 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　　　●

山田　博隆 　　　● 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　● 　　　　　　　　　●

榊原　一夫　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　　　●

日岡　裕之 　　　● 　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　● 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　　　●

若松　弘之 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　　　　　●

【補充原則4-11-2　取締役の兼任の状況】

社外取締役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、当社が委嘱する役割・責務を果たすために必要となる時間・労力を振り向けていただけ
ることを確認しております。また、取締役会・監査等委員会の日程については、あらかじめ確認および調整を行い、出席率向上のための環境整備
に努めております。重要な兼職の状況につきましては、事業報告、株主総会参考書類、有価証券報告書等において開示しております。なお、社内
取締役につきましては、重要な兼職はありません。

【補充原則4－11－3　取締役会全体の実効性の分析・評価、その結果の概要の開示】

2024年度の取締役会の実効性評価の結果については、以下URLにおいて開示しております。

URL:https://www.tte-net.com/sustainability/governance/corporate_governance/index.html#a01

【補充原則4-14-2　取締役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役に求められる知識は、当社の事業・財務・組織等に関する当社特有の知識と、取締役に求められる役割と法的責任を含む責務と
いった一般知識に大きく区別できると考えております。

業務執行取締役は、毎年、経営課題検討会による議論等を通じて、当社の事業・財務・組織等、全般に関する理解深耕に努めております。また、
業務執行取締役および監査等委員である社内取締役は、社外専門家による研修を受講すること等により、業務執行取締役または監査等委員で
ある取締役に求められる役割と責務の理解に努めております。

社外取締役に対しては、就任の際および必要に応じて、当社の事業・財務・組織等に関する説明を行うこととし、当社の社外取締役として必要な
知識の習得を促し、その求められる役割を果たしうる環境の整備に努めております。

また、個々の取締役に必要な知識の習得や適切な更新等の機会の提供・斡旋、ならびに必要費用の支援を行っております。なお、業務執行取締
役および監査等委員である社内取締役については、トレーニングの状況を定期的に取締役会において確認することとしております。

　【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株式市場に対する説明・建設的な対話の機会を持ち、当社の経営に対する理解促進に努めております。引き続き、対話を通じて得た情



報は、社内において共有を図るとともに必要に応じて反映することを検討してまいります。

(ⅰ)株主との対話全般について、下記（ⅱ）～（ⅴ）に記載する事項を含めその統括を行い、建設的な対話が実現するように目配りを行う経営陣ま
たは取締役の指定

株主との対話を統括する者を社長執行役員とし、情報取扱責任者をCFOまたはIRを統括する部門長、適時情報開示担当者を広報部門長、有価
証券報告書等担当者を経理部門長としております（本報告書末尾「適時開示体制の概要についての模式図」に記載しております。）。

(ⅱ)対話を補助する社内のＩＲ担当、経営企画、総務、財務、経理、法務部門等の有機的な連携のための方策

上記の部門は、いずれも経営企画、コーポレートおよび財務・ＩＲ統括部に所属する部門であり、定例会議その他の機会において日常的に情報・課
題を共有し、連携を図るとともに、適切な対応に努めております。

(ⅲ)個別面談以外の対話の手段（例えば、投資家説明会やＩＲ活動）の充実に関する取組み

決算説明会に加え、適宜、投資家説明会等の対話の機会を企画、開催しております。また、 国内外における外部の投資家向けイベントに参加し

ております。

(ⅳ)対話において把握された株主の意見・懸念の経営陣幹部や取締役会に対する適切かつ効果的なフィードバックのための方策

取締役や経営陣幹部は、投資家説明会への出席やアナリストレポートの展開等により直接的に情報入手するほか、定期および必要に応じて担当
部門から報告を受けることとしております。

(ⅴ)対話に際してのインサイダー情報の管理に関する方策

当社は、インサイダー取引の未然防止の観点から、金融商品取引法その他の関連法規や内部情報の管理等に関して定めた「内部者取引管理規
則」の遵守を徹底しております。また、対話に際しては、インサイダー情報を伝達したとの嫌疑がなされないよう情報の管理に努めるとともに、選別
的でなく公平な情報開示を行っております。また、決算期（四半期・通期）末日の翌日から決算発表日までを「沈黙期間」に設定しております。な
お、インサイダー取引の未然防止に関する知識について、習得と更新教育を行っております。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2025年5月13日

該当項目に関する説明

当社は継続的な企業価値の向上を目的として、中期経営計画2026において、2026年度までのＫＧＩ（Key Goal Indicator）のひとつをＲＯＥ15％程度

と定め、資本コストを意識し、資本収益性の向上を追求するとともに、株主還元やＳＲ・ＩＲ活動への取り組みを通じ、株主・投資家の皆様との建設
的な対話の拡充に努めております。

当社の資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた現状分析・目標・取り組みについては、当社ウェブサイトに掲載の中期経営計画2026 Ste

p for the FUTURE（目標経営指標の一部見直し含む）、ならびに2024年度 通期決算説明資料において開示しております。

（ご参考）詳細は、当社ウェブサイト（以下ＵＲＬ）に掲載しておりますので、ご参照下さい。

中期経営計画2026　Step for the FUTURE 　-未来への船出の4年間-　

(URL: https://www.tte-net.com/ir/plan/pdf/medium_term_plan_2023_note.pdf)

(URL: https://www.tte-net.com/ir/plan/pdf/medium_term_plan_2023_review.pdf)

(URL: https://www.tte-net.com/ir/plan/pdf/medium_term_plan_2023_review_20250513.pdf)

(URL: https://www.tte-net.com/english/ir/plan/pdf/medium_term_plan_2023_note_en.pdf)

(URL: https://www.tte-net.com/english/ir/plan/pdf/medium_term_plan_2023_en_review.pdf）

(URL: https://ssl4.eir-parts.net/doc/1969/ir_material2/250366/00.pdf)

2024年度通期決算説明資料　20頁、23頁、24頁

（URL: https://ssl4.eir-parts.net/doc/1969/ir_material_for_fiscal_ym/178389/00.pdf）

（URL: https://ssl4.eir-parts.net/doc/1969/ir_material2/250397/00.pdf）

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口) 7,172,800 10.60

日本生命保険(相) 4,560,540 6.74



STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 3,875,893 5.73

第一生命保険㈱ 3,131,587 4.62

㈱日本カストディ銀行（信託口） 3,059,300 4.52

高砂熱学従業員持株会 2,842,894 4.20

高砂共栄会 2,655,971 3.92

㈱京王閣 1,016,820 1.50

MSCO CUSTOMER SECURITIES 918,327 1.35

㈱みずほ銀行 907,792 1.34

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

(注)　持株比率は、自己株式（2,598,502株）を控除して計算しています。

　　　　自己株式には、「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式（588,542株）は含まれておりません。

　　　　自己株式には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式（381,700株）は含まれておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 17 名

定款上の取締役の任期 1 年



取締役会の議長 社外取締役

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 7 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

7 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

内野　州馬 他の会社の出身者 △

髙木　敦 他の会社の出身者 △

関　葉子 弁護士 ○

森本　英香 その他 ○

榊原　一夫 弁護士 ○

日岡　裕之 他の会社の出身者 ○

若松　弘之 公認会計士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

内野　州馬 　 ○

内野州馬氏は、三菱商事株式会社の出
身であるところ、当社は、同社との間に通
常の営業取引関係を有しておりますが、
当該取引については、当社の売上高に占
める割合は0.00％（小数点第3位以下を切
り捨て）と小さいこと等に照らして、社外取
締役としての独立性を有していると判断し
ております。

なお、当社の社外役員に関する独立性基
準は後記（４．補足説明）のとおりでありま
す。

内野州馬氏は、総合商社の代表取締役および
CFOとして豊富な経験と識見を有しており、そ
れらを活かして独立した立場から経営の監督と
チェック機能を果たしていただくとともに、当社
の経営に有用な指摘、意見をいただくなど、社
外取締役としての職務を適切に遂行することが
期待されます。また、現在、同氏は取締役会議
長を務めており、引き続き実効性の高い取締
役会の運営に寄与していただくことが期待され
ます。以上のことから社外取締役として選任し
ております。

＜独立役員に指定した理由＞

独立性について特段問題は存せず、一般株主
と利益相反のおそれがないと考えておりますの
で、独立役員に指定しております。



髙木　敦 　 ○

髙木敦氏は、2021年4月から当社社外取
締役に選任される2022年6月の当社定時
株主総会までの期間、当社の社外取締役
に就任することを前提として非常勤顧問を
務めておりましたが、当該業務の内容は
独立した社外者としての立場から助言を
行うものであること、および、同人に対す
る顧問報酬は多額でなかった（1,000万円
未満）こと等に照らして、社外取締役として
の独立性を有していると判断しておりま
す。

なお、当社の社外役員に関する独立性基
準は後記（４．補足説明）のとおりでありま
す。

髙木敦氏は、証券会社におけるアナリストとし
ての職務経験、金融・財務に関する高い知見
および建設セクションに関する幅広い見識を有
しており、それらを活かして独立した客観的な
立場から経営の監督とチェック機能を果たして
いただくとともに、当社の経営に有用な指摘、
意見をいただくなど、社外取締役としての職務
を適切に遂行することが期待されます。また、
現在、同氏は取締役会に諮問する任意の機関
であるガバナンス・指名・報酬委員会の委員長
を務めており、引き続きコーポレート・ガバナン
スの継続的な充実等に寄与いただくことが期待
されます。以上のことから社外取締役として選
任しております。

＜独立役員に指定した理由＞

独立性について特段問題は存せず、一般株主
と利益相反のおそれがないと考えておりますの
で、独立役員に指定しております。

関　葉子 　 ○ ―――

関葉子氏は、弁護士および公認会計士として
の豊富な経験と識見を有しており、それらを活
かして業務執行から独立した客観的な立場か
ら経営の監督とチェック機能を果たしていただ
けるものと期待したため、社外取締役として選
任しております。また、同氏は、社外役員となる
こと以外の方法により過去に会社の経営に関
与しておりませんが、上記理由から、当社の経
営に有用な指摘、意見をいただくなど、社外取
締役としての職務を適切に遂行することができ
るものと判断いたしました。

なお、当社の親会社や兄弟会社、主要株主、
主要な取引先の出身者等ではなく、独立性に
ついて、特段問題は存しないと考えておりま
す。

＜独立役員に指定した理由＞

独立性について特段問題は存せず、一般株主
と利益相反のおそれがないと考えておりますの
で、独立役員に指定しております。

森本　英香 　 ○

森本英香氏は、2020年4月から当社社外
取締役に選任される2021年6月の当社定
時株主総会までの期間、当社の社外取締
役に就任することを前提として非常勤顧問
を務めておりましたが、当該業務の内容
は独立した社外者としての立場から助言
を行うものであること、および、同人に対
する顧問報酬は多額でなかった（1,000万
円未満）こと等に照らして、社外取締役と
しての独立性を有していると判断しており
ます。

なお、当社の社外役員に関する独立性基
準は後記（４．補足説明）のとおりでありま
す。

森本英香氏は、行政分野や環境分野における
豊富な経験と識見を有しており、それらを活か
して業務執行から独立した客観的な立場から
経営の監督とチェック機能を果たしていただけ
るものと期待したため、社外取締役として選任
しております。また、同氏は、社外役員となるこ
と以外の方法により過去に会社の経営に関与
しておりませんが、上記理由から、当社の経営
に有用な指摘、意見をいただくなど、社外取締
役としての職務を適切に遂行することができる
ものと判断いたしました。

なお、当社の親会社や兄弟会社、主要株主、
主要な取引先の出身者等ではなく、独立性に
ついて、特段問題は存しないと考えておりま
す。

＜独立役員に指定した理由＞

独立性について特段問題は存せず、一般株主
と利益相反のおそれがないと考えておりますの
で、独立役員に指定しております。

榊原　一夫 ○ ○ ―――

榊原一夫氏は、長年にわたる検事ならびに弁
護士として豊富な経験と識見を有しており、そ
れらを活かして独立した立場から経営の監督と
チェック機能を果たしていただくとともに、当社
の経営に有用な指摘、意見をいただくなど、監
査等委員である社外取締役として、職務を適切
に遂行することができるものと期待したため、
監査等委員である社外取締役として選任して
おります。また、同氏は社外役員となること以
外の方法により過去に会社の経営に関与して
おりませんが、上記理由から、監査等委員であ
る社外取締役としての職務を適切に遂行するこ
とができるものと判断いたしました。

＜独立役員に指定した理由＞

独立性について特段問題は存せず、一般株主
と利益相反のおそれがないと考えておりますの
で、独立役員に指定しております。



日岡　裕之 ○ ○ ―――

日岡裕之氏は、航空会社におけるコンプライア
ンス推進・企業リスク対応や総務統括の業務経
験に加えて、上場会社の代表取締役として豊
富な経験と識見を有しており、それらを活かし
て独立した立場から経営の監督とチェック機能
を果たしていただくとともに、当社の経営に有用
な指摘、意見をいただくなど、監査等委員であ
る社外取締役としての職務を適切に遂行するこ
とができるものと期待したため、監査等委員で
ある社外取締役として選任しております。

＜独立役員に指定した理由＞

独立性について特段問題は存せず、一般株主
と利益相反のおそれがないと考えておりますの
で、独立役員に指定しております。

若松　弘之 ○ ○ ―――

若松弘之氏は、公認会計士として大手監査法
人での勤務経験および上場会社での社外監査
役経験を通じて、会計に関する専門的知識の
みならず企業監査に関する専門的な幅広い識
見と経験を有しており、それらを活かして独立し
た立場から経営の監督とチェック機能を果たし
ていただくとともに、当社の経営に有用な指
摘、意見をいただくなど、監査等委員である社
外取締役としての職務を適切に遂行することが
できるものと期待したため、監査等委員である
社外取締役として選任しております。

＜独立役員に指定した理由＞

独立性について特段問題は存せず、一般株主
と利益相反のおそれがないと考えておりますの
で、独立役員に指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会をサポートするため、監査等委員の職務執行を補助する組織として、専任のスタッフ３名で構成される監査等委員会直属の監査等
委員会室を設置しています。監査等委員会室のスタッフは、監査等委員会を補助する職務に関して監査等委員でない取締役の指揮命令を受け
ず、監査等委員会の指揮命令に従うものとし、また人事異動、人事評価、懲戒処分等は監査等委員会の意見を尊重して行うものとして、執行部門
からの独立性と監査等委員会室のスタッフに対する監査等委員会の指示実効性を確保しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員は、年度初めに監査体制・監査計画等について協議を行い、会計監査人有限責任あずさ監査法人から定期的に監査の実施状況およ
び結果の報告を受けるとともに、必要に応じて会計監査人の実施する監査への立会いを行っております。監査等委員は、会計監査人と情報・意見
交換などの連携を図ることにより、監査の実効性を高めております。また、監査等委員は、内部監査室から、定期および随時に、監査の実施状況
および結果の報告を受けるとともに、情報の共有を通じて相互の連携を図り、監査の実効性を高めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス・指名・報
酬委員会

5 0 1 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス・指名・報
酬委員会

5 0 1 4 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は、子会社を含む役員の指名および報酬に関する任意の諮問機関として、独立社外取締役で過半数を構成し、委員長を独立社外取締役と
するガバナンス・指名・報酬委員会を設置しており、当該委員会における審議を経て、取締役会の決議により取締役候補の指名ならびに取締役
（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の報酬等を決定いたします。委員長は独立社外取締役が務めます。独立社外取締役である
委員については、独立した立場から有用な指摘、意見をいただき、客観性・透明性を高めることが期待されています。なお、委員会は１事業年度に
１回以上開催することとしております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外取締役をすべて独立役員に指定しております。

　社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する基準または方針につきまして、当社は東京証券取引所の上場管理等に関するガイドラ
インにおいて定められている独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。かかる社外取締役の独立性判断基準は、前記【原則
4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】に記載しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　取締役の報酬と当社業績および株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲等を一層高めることを
目的に、社外取締役および監査等委員である取締役を除く取締役に対し、株式報酬（役員報酬BIP信託）制度を導入しております。

同制度は、連続する３事業年度を対象期間、当社の取締役（社外取締役、監査等委員である取締役および国外居住者を除く）、委任契約を締結し
ている執行役員（国外居住者を除く）および委任契約を締結している理事（国外居住者を除く）を対象者とし、当社は対象期間である３事業年度ご
とに、1,800百万円を上限とする金員を拠出するものです。業績連動報酬は中期経営計画終了後の一定の時期に、業績非連動報酬は退任時に支
給します。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】



（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2024年度:2024年４月１日～2025年３月31日

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

区分 　　　　　　　　　　報酬等の総額　　　　　　　　　総額報酬等の種類別の総額 　　　　　　　　　　　　　　　　　対象となる役員の員数（名）

　　　　　　　　　　　　　　　（百万円） 　　　基本報酬　　業績連動報酬等　　非金銭報酬等（株式報酬）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）　　　（百万円）　　　　　　　（百万円） 　

取締役

(監査等委員を除く)

（社外取締役を除く） 492 　　　　　　　　　155 　　　　　　　148 　　　　　　　188 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5

社外取締役

(監査等委員を除く) 　69 　　　　　　　　　69　　 　　　　-　 　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く） 　29 　　　　　　　　　29 　　　　　　　　- 　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

社外取締役

（監査等委員） 　　　　　52 　　　　　　　　　52 　　　　　　　　- 　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3

合計 　　　　　　　　　　　　　644 　　　　　　　　　307 　　　　　　　　148 　　　　　　　　188 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13

(注)1 上表には、2024年６月19日開催の第144回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名を含んでおり　

ます。上記の株式報酬の額は、役員報酬ＢＩＰ信託制度のもとで当事業年度において株式給付引当金繰入額

として計上した額であります。なお、当事業年度の株式報酬額には、2024年８月６日の取締役会決議に基づ

き実施された株式報酬制度の継続に伴う金銭の追加拠出および自己株式の処分によって、信託が追加取得し

た株式を加味した当社株式の平均取得単価と追加取得前の平均取得単価との差の調整額113百万円を含んで

おります。

(注)2 当該事業年度に係る金銭報酬等（賞与）の個人別支給額は、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）

の業績や職務、貢献度等を総合的に勘案し決定しております。

当該事業年度の業績指標については、単年度業績目標達成への士気向上を目的として、前事業年度の業績（連結経常利益、連結売上高総利益
率）および役員個人の定性評価に応じて、役位別の基準額に対して０％～200％の範囲で変動する仕組みとしています。

(注)3 役員報酬ＢＩＰ信託は、第143回定時株主総会決議による取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬 限度額550百万円とは別枠であり

ます。役員報酬ＢＩＰ信託の上限は、第144回定時株主総会（2024年６月19日）決議において、３事業年度ごとに1,800百万円を上限とする旨の承認
を得ております。

当該株主総会終結時の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）の員数は4名です。

氏名 　　　　　　報酬の総額　　役員区分　会社区分　　　　　　　　　　　　報酬等の種類別の額（百万円）

　　　　　　　　　　（百万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　基本報酬　　業績連動報酬等（賞与）　　　　非金銭報酬等（株式報酬）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計上額　　　内、調整額

小島　和人 　　　　206 　　　　取締役 提出会社 56 　　　　　64 　　　　　　　　　　　　　　　　　84 　　　　　52

久保田　浩司 102 　　　　取締役 提出会社 37 　　　　　34 　　　　　　　　　　　　　　　　　29 　　　　　15

神谷　忠史 　　　　102 　　　　取締役 提出会社 34 　　　　　30 　　　　　　　　　　　　　　　　　37 　　　　　23

(注)上記の株式報酬の額は、役員報酬ＢＩＰ信託制度のもとで当事業年度において株式給付引当金繰入額として計上した額であります。なお、当
事業年度の株式報酬額には、2024年８月６日の取締役会決議に基づき実施された株式報酬制度の継続に伴う金銭の追加拠出および自己株式
の処分によって信託が追加取得した株式を加味した当社株式の平均取得単価と追加取得前の平均取得単価との差の調整額を含んでおります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬については、株主総会の決議により取締役（監査等委員である取締役を除く）および監査等委員である取締役のそれぞれの報酬
等の総額の最高限度額を決定しております。

　当社は、取締役会の任意の諮問機関として、独立社外取締役で過半数を構成し、委員長を独立社外取締役とするガバナンス・指名・報酬委員会
を設置しており、当該委員会における審議を経て、取締役会の決議により取締役の報酬等を決定いたします。

　当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の報酬等は、基本報酬、賞与および株式報酬（役員報酬BIP信託）により構
成されております。

監査等委員である取締役に対する報酬等については、基本報酬のみとし、各監査等委員の基本報酬の額は、各監査等委員の職務の内容・量・



難易度や責任の程度等を総合的に勘案し、監査等委員の協議により決定いたします。その職務等に鑑み、監査等委員である取締役に対する賞
与および株式報酬（役員報酬BIP信託）等の株式関連報酬は支給しないものとします。

　詳細につきましては、前記【原則3-1　情報開示の充実】（ⅲ）「取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続」に記
載しております。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役は、主として経営企画部門およびコーポレート部門担当者から適宜情報伝達等を受けているほか、取締役会の開催に際して、議案
に関する資料などについて事前説明を受けております。また、監査等委員である社外取締役は、各部門の担当者から直接情報伝達等を受けてい
るほか、通常は、取締役会に先立ち開催される監査等委員会においても、主として監査等委員である社内取締役から議案に関する資料などにつ
いて事前説明を受けております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、「取締役会」および「監査等委員会」を設置しております。また、取締役の人数適正化を行うとともに、経営の意思決定・監督機能と業務執
行機能を明確にし、迅速かつ機動的な経営を行うため、執行役員制度を導入しております。

取締役会は、現在12名（うち７名は社外取締役）で構成されており、原則として毎月１回開催するほか必要に応じて随時開催しております。取締役
会は法令・定款に定められた事項のほか、取締役会規則に基づき重要事項を決議し、取締役の業務執行状況を監督しております。

社外取締役は、業務執行から独立した客観的な立場および専門的見地から取締役会等で有用な指摘、意見を述べるなど、期待される役割を果た
すよう努めております。

取締役会は、重要な業務執行の決定と取締役の職務の執行の監督を行うことにより、経営の効

率性の向上と業務執行の適法性・妥当性の確保に取り組んでおります。

なお、当社は、社外取締役７名との間で、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がなかった時
は、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額を限度として、損害賠償責任を負担する責任限定契約を締結しております。

　監査等委員会は、現在４名（うち３名は社外取締役）で構成されており、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時開催しております。
監査等委員会は監査結果の取締役会への報告など取締役の執行状況の監督を行っております。

　このほか、経営に関する重要な事項の審議の充実と経営資源配分の意思決定迅速化を図るため、社外取締役を除く取締役により構成する「経
営会議」を設置しております。加えて、当社および当社企業集団の内部統制システムの整備および運営を横断的に推進するために、代表取締役
社長を委員長とし、社外取締役を除く取締役で構成する「内部統制委員会」を設置し、当社グループの内部統制システムの整備および整備状況を
踏まえた内部統制システムに関する基本方針改廃の審議、取締役会への上程事項の審議、ならびに当社グループのコンプライアンス推進および
リスク管理に係る運営体制、当社のコンプライアンスおよびリスク管理に係る規程の改廃、当社のコンプライアンスおよびリスク管理に係る年度活
動方針等の決議、取締役会への報告等を実施しております。

　また、取締役会に諮問する任意の機関として独立社外取締役で過半数を構成し、委員長を独立社外取締役とするガバナンス・指名・報酬委員会
を設置し、当社の取締役および執行役員ならびに関係会社（当社にとって重要度の低い関係会社を除く）の代表取締役、監査役の新任、再任、解
任の審議、取締役会への推薦（ただし、当社監査等委員である取締役の新任、再任については当社の監査等委員会の同意を要す）および当社の
取締役（監査等委員である取締役を除く）および執行役員ならびに関係会社の代表取締役の報酬を審議しています。加えて、取締役会実効性の
分析と評価、代表取締役社長が策定する「代表取締役社長の後継者計画」の策定方針や進捗を確認しております。

上記の体制の構成員の氏名は下図のとおりです。

役職名 　　　　　　　　　　　　　氏名 　　　　取締役会 経営会議 監査等委員会　　ガバナンス・指名・報酬委員会 内部統制委員会

代表取締役社長社長執行役員 　小島　和人　　　　　　〇 　　　　　　◎ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇　　　　　　　　　　　　　 ◎

取締役副社長執行役員 　　　　　久保田　浩司 　　〇　　　　　　 〇 〇

取締役専務執行役員 神谷　忠史 〇 〇 〇

取締役執行役員 森野　正敏 〇 〇 〇

社外取締役 内野　州馬 ◎ 〇

社外取締役 髙木　敦 〇 ◎

社外取締役 関　葉子 〇 〇

社外取締役 森本　英香 〇 〇

取締役（監査等委員） 山田　博隆 ○ 〇

社外取締役（監査等委員） 榊原　一夫 〇 ◎

社外取締役（監査等委員） 日岡　裕之 〇 〇

社外取締役（監査等委員） 若松　弘之 〇 〇

〇…設置機関の構成員、◎…設置機関の長　

上記に加え、監査等委員である取締役、会計監査人および内部監査室が相互に連携をとり、実効性のある監査を行うことによりコーポレート・ガバ
ナンスの充実に努めております。

（1）監査等委員会

当社の監査等委員である取締役は現在４名（うち３名は社外取締役）で構成されております。監査等委員である取締役は、監査等委員会が定めた
監査方針・監査計画に従い、ガバナンスの実施状況の監視、取締役会その他重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧および事業所の往査
を実施しており、また、会計監査人および内部監査部門と連携をとるなど、実効性ある監査により取締役の職務執行の監査に努めております。子
会社については、子会社の取締役および監査役等と、グループ経営会議、グループ監査役会等において情報交換を行い、連携を図っておりま
す。弁護士１名および公認会計士1名を含む監査等委員である社外取締役は、いずれも独立した立場から情報の入手と提供を行い、ともに外部
の視点からの監視・監督に努めております。一方、常勤監査等委員である取締役は当社における豊富な経験に基づき、業務に精通した立場から



監視・監督を行っており、それぞれの立場から監査の実効性を高めております。

なお、当社は、監査等委員である社外取締役３名との間で、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うことにつき善意でかつ重大な
過失がなかった時は、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額を限度として、損害賠償責任を負担する責任限定契約を締結しておりま
す。

（2）内部監査

内部監査につきましては、社長直轄部門として内部監査室（スタッフ８名）を設置し、内部監査規程に基づき、本支店並びにグループ企業等に対
し、独立した立場から業務運営の適正性や効率性に関して計画的に業務監査を実施しております。また、子会社については必要に応じて情報交
換等を行っております。内部監査室は、監査結果を代表取締役社長および監査等委員会に報告するとともに、必要な措置および改善の実施状況
の確認を行っております。また、当社および重要な連結子会社の財務報告に係る内部統制（J-SOX）の運用状況の評価を行っております。監査等
委員である取締役および会計監査人とも連携を図り、効果的な内部監査の実施に努めております。

（3）会計監査人

当社の2024年度の会計監査業務を執行した公認会計士は、永田　篤氏、藪前　弘氏であり、有限責任あずさ監査法人に所属しております。

それぞれの継続監査年数は、永田　篤氏が４年、藪前　弘氏が３年であります。また、その補助者は公認会計士６名、その他19名であります。

監査法人の選定については、会計監査人としての品質管理体制、独立性および専門性等を総合的に勘案して決定しております。監査等委員会
は、会計監査人による適正な監査の遂行が困難であると認められる場合には、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の提出議案とすること
といたします。また、会計監査人が、会社法第340条第１項各号記載の事由のいずれかに該当すると認められる場合は、監査等委員会の同意に
基づき、会計監査人を解任いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人の再任手続の過程で、有限責任あずさ監査法人から品質管理体制や監査計画、監査状況の概要等の報告
を受けるとともに、担当部署からもその評価について聴取を行い、当監査法人による監査が適切に行われていることを確認しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、経営に関する意思決定の合理性を確保しつつスピードを更に高めるとともに、取締役会における議論の一層の充実と経営に対する監
督機能を強化するため、2023年６月23日付で、取締役会における重要な業務執行の決定の相当部分を業務執行取締役に委任できる監査等委員
会設置会社に移行しました。

　現在、当社は、取締役１２名のうち７名を独立社外取締役としておりますが、これらの社外取締役が、豊富な経験および識見に基づく業務執行か
ら独立した立場および外部の客観的な視点から、適切な助言機能および経営の監督機能を果たすことにより、この体制の実効性を更に高めてい
くものと考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 定時株主総会開催日の４週間前または５月末日を目途に、早期発送に努めております。

電磁的方法による議決権の行使 電子投票制度を採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家向け議決権行使プラットフォームを利用しております。

招集通知（要約）の英文での提供 一部内容を英訳し、提供しております。

その他

株主総会招集通知を発送する前に、当該招集通知（一部内容の英訳を含む）および独立
役員届出書を東京証券取引所に開示するとともに、当社のウェブサイトに掲載しておりま
す。

2025年５月23日：株主総会招集通知（一部内容の英訳を含む）および独立役員届出書を
東京証券取引所に開示する

とともに、当社ウェブサイトに掲載

2025年５月29日：株主総会招集通知発送

2025年６月18日：株主総会開催日

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ウェブサイトに「ディスクロージャーポリシー（情報開示規程）」を公表して
おります。



アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算概要・経営計画の実施状況・今後の見通しなどを説明しております。証券
アナリストおよびファンドマネジャー等、約60名が参加しております。また、フェ
アディスクロージャーポリシーに則り、アナリスト・機関投資家と社長のスモー
ルミーティングの開催や証券会社主催のカンファレンスに、社長、担当役員が
参加し、多様な機関投資家に対して、経営方針や業績に関する対話を実施し
ております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、有価証券報告書、適時開示資料、決算参考データ資料、中期経営
計画等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 広報部門（連絡担当者:広報部門長）

その他 個人投資家向けのＩＲイベントに参加しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

サステナビリティ基本原則を作成しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社はＣＳＲ経営推進の一環として、2012年４月に「ＣＳＲ活動計画」を策定以降、「ＣＳＲ経
営を社業と一体のものとして経営の根幹に位置づけ、良き企業市民として社会的責任を担
いつつ企業価値の向上に努め、持続可能な社会の実現を目指す」ことをＣＳＲの基本的な
考え方とし、強化してまいりましたが、2021年12月に従来の考え方を踏襲しつつ、新たに
「サステナビリティ基本原則」を策定し今日的なサステナビリティ課題への取組強化を掲げ
ております。なお、当該活動については「統合報告書」として取りまとめ、当社ウェブサイト
等にて公開しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

株式会社東京証券取引所の上場規程等において定める基準に従い適時性、適法性、正
確性、公平性の確保に努め情報を開示しております。また、基準に該当しない情報につい
ても、投資者の判断に資すると判断した情報は積極的に開示する方針としております。

その他
現状、当社の取締役

12名は、男性11名女性１名で構成されております。今後、当社の取締役に相応しい人材が
存するときは、性別にかかわらず候補者とすることを検討してまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

報告書提出時点の概要は、以下のとおりであります。

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①　コンプライアンス担当役員を任命するとともに、推進部署であるコンプライアンス室を設置し、相談・通報窓口など内部通報制度の適切な運営
を図るとともに、重要な推進テーマに対してはコンプライアンス・プログラムを設定し、これらを内部統制委員会の傘下にある全社リスク管理委員会
にてＰＤＣＡ管理するなど、コンプライアンスの実践・向上に資する体制確保に努めます。

【当連結会計年度における運用状況】

　コンプライアンス・プログラムの推進等により体制の強化・徹底を図りました。また、各所管部門が、独占禁止法関係の社内ガイドラインの整備や
ハラスメント防止、相談・通報窓口とその適切な運営、テーマ別研修を複数回実施するなど、各種コンプライアンス施策を実施しました。これらの活
動の妥当性およびコンプライアンスの整備・運用状況を年５回開催した全社リスク管理委員会で定期的にモニタリングし、確認しました。

②　当社グループの役職員の基本的な行動基準を示したグループ行動指針を制定し、かかる役職員全員に社内ネットワークを活用し配付を行
い、また、取締役および使用人の各層、各業務に応じ、コンプライアンスに関する研修等を継続的に実施するなどして、コンプライアンスの徹底を
図ります。

【当連結会計年度における運用状況】

　当社ＨＰでのグループ行動指針の掲示等、各人・各職場での周知と活用の環境を一層整備するほか、各種研修においても、当指針に関連付け
た指導を行うなど、その浸透・定着に努めました。特に独占禁止法違反の再発防止に関しましては、全役職員を対象に、再発防止策の徹底および
風化・形骸化防止を図りました。このほか、内部通報制度について、研修や通達による全役職員に対する周知、社内での呼称変更や社外窓口の
変更による利用促進を図るほか、日常業務におけるＰＤＣＡ活動によるコンプライアンスの徹底に取り組みました。

③当社外での多様な分野における豊富な経験や識見を有する社外取締役を選任し、業務執行に対する多様な視点からの指導・監督を強化致し
ます。

【当連結会計年度における運用状況】



　15回開催した取締役会においては、取締役の職務執行の適法性および適正性等を確保するために、当社から独立した社外取締役が出席し、独
立した立場で各々が有する高い識見に基づく専門的な視点から当社の経営に有用な指摘、意見を述べるなど、引き続き、経営の監督とチェック機
能の強化に努めました。また、社外取締役が実効性ある指導・監督を果たすために、取締役会の議題背景の事前説明や各店への視察、社員との
対話機会の設定など、当社事業の理解促進に資する取り組みを実施しました。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役会をはじめとする重要な会議の記録、決裁文書その他の取締役の職務の執行に係る情報について、文書管理に関する社則に従い、文
書または電磁的媒体に記録し、保存および管理を行います。

また、情報セキュリティ基本方針および情報管理規則を定め、これを周知して、情報漏　洩防止の徹底に努めます。

【当連結会計年度における運用状況】

　取締役会をはじめとする重要な会議の記録、決裁文書その他の取締役の職務の執行に係る情報について、文書または電磁的媒体に記録し、
保存および管理を行いました。情報セキュリティ委員会を定例的に開催し（年5回開催）、サイバー攻撃などのインシデントのモニタリングを行いつ
つ情報漏洩防止対策を講じました。また、メール訓練等を実施し情報管理の強化を図りました。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　①リスク担当役員を任命するとともに、リスク管理規程を定め、全社的なリスクマネジメントを推進するため、内部統制委員会の傘下に、管理・営
業・技術部門を含む部門横断的な全社リスク管理委員会を設置し、主要関係会社を含めたリスクの洗出し・評価と重要なリスクへの対策を行うこと
を通じて、未然防止およびリスク縮減活動を推進します。

【当連結会計年度における運用状況】

　リスクの発生可能性と影響の大きさに応じリスク事象の洗い替えを行った上で、リスク対応上の優先度の高い重点管理リスクを選定し、当該リス
クの縮減策のＰＤＣＡ管理等を行いました。なお、リスクの洗い替えは、既存のリスクの見直し（廃止や統合を含む）に止まらず、政治・経済・社会環
境等を踏まえ、新たなリスクの洗い出しを実施しています。こうした活動により、それらのリスクの顕在化の未然防止を図るとともに、顕在化した際
には原因分析と再発防止を図る体制を整備しました。また、全社リスク管理委員会を５回開催し、活動の妥当性を評価しました。

②危機管理規程を定め、重大なリスクが顕在化した場合には、迅速かつ適切な対応を行う全社的な危機管理会議を招集・開催するなど、不測の
事態に的確に対応できる体制を整備します。

【当連結会計年度における運用状況】

　危機管理規程を定め、不測の事態においても的確に対応できる体制を整備・運営しました。

③大規模災害等に対応した事業継続計画を定め、定期的な訓練を通じて計画を見直し実効性を高めるなど、緊急事態の発生に対する事業継続
力の向上を図ります。

【当連結会計年度における運用状況】

　実効的な訓練の実施を通じて定期的な事業継続計画（ＢＣＰ）の見直しを行い、震災等への対応力の強化を図りました。当期は南海トラフ地震を
想定したＢＣＰ訓練を行い、現在の事業継続計画の検証と得られた知見に基づき所要の改訂を行いました。

④品質・安全・環境・コンプライアンス・情報・損益等の機能別リスクについては、上記のリスク洗出し・評価において、対応する部門を定め、適切な
リスク管理体制を整備します。

【当連結会計年度における運用状況】

　機能別リスクについては、対応する部門を定めるとともに、定期的に経営への影響度や発生の可能性を評価し、適宜、予防方法および対処方法
を図るなど、適切なリスク管理に努めました。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　①取締役会の傘下に社長を議長とする経営会議を設置し、執行役員制度を導入することにより経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を明
確にし、迅速かつ効率的な経営を推進します。

【当連結会計年度における運用状況】

　決裁規程により一定事項を経営会議に委任することで、取締役の職務執行の効率性を確保することにより、迅速かつ効率的な経営を推進しまし
た。また、15回開催した取締役会については、事前の議題説明や案件のサマリーの共有などによる効率的な運営に　努めつつ、中長期的な経営
戦略の方向性やガバナンス強化など、極力、経営の監督に関する議論に注力するよう運営しました。

　②意思決定の迅速化や業務執行などの経営の効率化を図るため、職務権限規則、業務分掌規程、決裁規程などの規程を整備し、適宜見直し
を行います。

【当連結会計年度における運用状況】

　職務権限規程、業務分掌規程、決裁規程などの規則・規程等については、必要に応じ　改正し、速やかな事業戦略の展開を図るべく体制を整備
しました。

（5）当社およびその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　①子会社における経営に関しては、その自主性を尊重しつつ、当社内に経営管理の所管部を置き、重要事項についての協議および報告ルール
を関係会社管理規程に定めるなど経営管理体制を整備しています。

　すなわち、子会社における一定の重要な事項については、当社と事前協議を行い当社の承認を得ることとしております。また、子会社の営業成
績、財務状況その他の重要な情報について、当社へ報告を求めております。さらに、定期的に、当社経営陣および子会社社長が出席する会議を
開催し、業務の適正を確保します。なお、リスクが顕在化した場合には、子会社に対し、当社窓口部門への速やかな報告を求めております。

【当連結会計年度における運用状況】

　グループ会社の重要事項については、関係会社管理規程に基づき当社に報告されるとともに、当社取締役会規則または経営会議規則、その他
関連規程に基づいて承認されました。年に２回、国内グループ経営会議および海外グループ会社社長会議を開催し、定期的に経営状況や経営課
題を確認するほか、グループ経営における業務の適正性も確認しました。なお、子会社における重要なリスクの発生ならびにその後の対応状況
は、適時適切に当社へ報告されました。



②当社と基本的な考え方を共有するため、基本的な行動基準を定めたグループ行動指針を定めるほか、子会社各社の社内規程を整備すること
により、企業集団としてのリスク管理体制や危機管理体制、内部通報制度を含めたコンプライアンス体制を適切に運用しています。

【当連結会計年度における運用状況】

　日本語版に加え、英語版をはじめとした多言語版のグループ企業倫理綱領を作成し、社員に配信する等、グループ役職員の基本的な行動指針
を国内外子会社にも展開し、当社（親会社）同様の周知・普及に努めました。また、定期的に、全社リスク管理委員会および全社リスク・コンプライ
アンス委員会で、子会社のリスク管理・コンプライアンスの状況を把握・管理した他、内部通報制度においては、各社における通報体制の整備の
みならず、当社への直接通報体制も整備し、各社において周知啓蒙の上、内部通報制度が適切に機能するよう努めております。

③内部監査室は、当社およびその子会社の監査を実施するとともに、必要に応じてその結果を取締役会および監査等委員会に対して直接報告し
ます。また、必要に応じて当社より取締役等を派遣すること等を通じて子会社の適正な業務執行を監視します。

【当連結会計年度における運用状況】

　内部監査室は、業務全般について、適法性、妥当性および効率性の観点から内部監査を実施しました。また、各社へは当社従業員を役員等とし
て派遣し、業務の適正性確保に　努めました。

　なお、内部監査の結果を必要に応じて取締役会および監査等委員会に直接報告しました。

④監査等委員会は、子会社に対し、業務執行状況を定期的に監査します。

【当連結会計年度における運用状況】

　監査等委員会は定期的に子会社に対する監査を実施し、重要書類の確認、主要な役職員から業務執行状況のヒアリングを行いました。

⑤財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な内部統制体制を整備します。

【当連結会計年度における運用状況】

　内部監査室は、財務ＩＲ部門と連携し、各グループ会社に対して財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部統制評価手続および内部監
査を実施して内部統制の体制を整備しております。また、内部統制評価および内部監査の結果については、随時、監査法人に報告しました。

　なお、財務ガバナンスの強化を図る観点から、定期的にグループ会社を含めた経理財務関係の規程の見直しを実施しました。

（6）監査等委員会を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項、およ
び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　前連結会計年度に引き続き監査等委員会室を設置し、監査等委員である取締役の職務における補助機能を果たします。また、監査等委員会室
での職務に従事する使用人に対する指揮命令権は監査等委員会に属するものとします。このため、当該使用人に対する人事評価・異動・懲戒は
じめ、その他人事に関する事項は監査等委員である取締役と協議の上、当社運用ルールに則って運営します。

【当連結会計年度における運用状況】

　前連結会計年度に引き続き監査等委員会室を設置し監査等委員である取締役の職務を補助するための専任の使用人を配置しました。当該使
用人は、監査等委員である取締役の指揮命令に従い、職務を遂行しました。

　なお、当該使用人に対する人事評価・移動・懲戒をはじめ、その他人事に関する事項は監査等委員である取締役と協議の上、当社ルールに
則って運営しました。

（7）取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

　取締役および使用人から監査等委員である取締役への報告事項については、監査等委員監査環境整備規程を制定し、法定事項のほか、当社
や当社子会社について、著しい損害を及ぼす事象、社内不祥事や法令違反等の重大な不正行為、内部監査の結果や内部通報の状況などにつ
いて報告する体制とします。また、取締役会ほか重要な会議への監査等委員である取締役の出席権限を確保し、日頃より監査等委員である取締
役が執行状況を把握しやすいような体制をとります。

【当連結会計年度における運用状況】

　監査等委員監査環境整備規程に基づき、法定事項のほか、当社や当社子会社における著しい損害を及ぼす事象、社内不祥事や法令違反等の
重大な不正行為、内部監査の結果や内部通報の状況などについて報告する体制を整備・運用しました。

（8）監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　監査等委員監査環境整備規程にて、前項の監査等委員会への報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないよう明確化しま
す。

【当連結会計年度における運用状況】

　監査等委員会への報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないよう、規程により体制を整備・運用しました。

（9）監査等委員である取締役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査等委員である取締役がその職務の執行について、所定の費用または債務の履行を請求するときは、当該請求に係る費用または債務が当
該監査等委員である取締役の職務に必要でないと認められる場合を除き、これを支払います。また、監査の実効性を担保するため、監査の諸費
用について予算を確保します。

【当連結会計年度における運用状況】

　監査等委員である取締役がその職務の執行について、所定の費用または債務の履行を請求するときは、当該請求に係る費用または債務が当
該監査等委員である取締役の職務に必要でないと認められる場合を除き、これを支払い、また、監査の実効性を担保するため、監査の諸費用に
ついて予算を確保しました。

（10）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査等委員会は、社外取締役にて、その過半を確保します。

【当連結会計年度における運用状況】

監査等委員である取締役は４名で、うち３名は社外取締役であり、過半を確保しました。



②監査等委員である取締役は、監査等委員会が定めた監査方針・監査計画に従い、電話回線またはインターネット等を経由した手段も活用しな
がら、ガバナンスの実施状況の監視、取締役会・経営会議等重要会議への出席、重要な決裁書類の閲覧および事務所の往査などを実施します。
また、監査等委員である取締役は、代表取締役社長と定期会合を持ち、意見交換を行うことにより、相互の意思疎通を図ります。

【当連結会計年度における運用状況】

　監査等委員である取締役は、監査等委員会が定めた監査方針・監査計画および当方針に則りガバナンスの実施状況の監視、取締役会、経営
会議その他重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧および事業所の往査等を実施しました。また、代表取締役社長と定期的に意見交換を
行うことにより、相互の意思疎通を図りました。

③監査等委員である取締役と内部監査室および会計監査人が、定期的に監査の状況について協議し、情報の共有と連携を図り、効果的かつ効
率的な監査を行います。

【当連結会計年度における運用状況】

　監査等委員会、内部監査室および会計監査人は、定期的に監査の状況について報告し、情報の共有と連携を図り、効果的かつ効率的な監査を
行いました。また四半期毎に、監査等委員会、内部監査室および会計監査人の出席する三様監査会議を実施し、監査等委員会、内部監査室およ
び会計監査人の情報共有を行うとともに、課題意識のすりあわせを行いました。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力・団体との関係を遮断するため、グループ行動指針に反社会的勢力・団体　に対しては断固とした態度で対応し一切の関係を持た
ない旨を定め、教育・研修を通じた周知徹底や外部専門機関との連携を図るなど、実践的対応が可能な社内体制を整備します。

【当連結会計年度における運用状況】

　グループ行動指針にて反社会的勢力・団体に対しては断固とした態度で対応し一切の関係を持たない旨を定めており、これを徹底しました。ま
た、外部専門機関との連携を図り、実践的対応が可能な社内体制を整備・運用しました。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容は、以下のとおりです。

　当社は、株主・投資家の皆様、お客様、取引先、協力会社や役職員といった全ステークホルダーのエンゲージメント向上を目指す当社グループ
のパーパス「環境革新で、地球の未来をきりひらく。」に基づく事業展開により、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に努めてまいります。

　今後も、当社は、企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを実現するために、「高砂熱学グループ長期
ビジョン2040 Create our PLANET,Create our FUTURE」に基づき、中期経営計画を策定し、これを着実に実行するとともに、コーポレートガバナン

スの強化に努めてまいります。また、当社株式の大量買付を行おうとする者に対しては、株主の皆様が大規模買付行為の是非を適切に判断する
ために必要かつ十分な情報の提供を求めた上で、取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、金融
商品取引法、会社法その他関連法令に基づき、適切な措置を講じてまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

コーポレート・ガバナンス体制についての模式図および適時開示体制の概要についての模式図は、以下のとおりです。

【適時開示体制の概要】

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりであります。

（１）代表者および情報取扱責任者は、開示すべき情報の適時性、適法性、正確性、公平性の確保に努めております。また、適宜、経営会議およ
び取締役会において審議、報告を行っております。

（２）適時情報開示担当者は、平素より適時開示規則および関連法規の遵守はもとより、関係部門から迅速かつ網羅的に情報を収集しつつ業務を
遂行しております。また、他社開示例を参照するなど、適切な開示資料の作成および情報開示の充実に努めております。

（３）監査等委員である取締役および会計監査人から、定期的な監査に加えて助言・指導を受けております。また、必要に応じて第三者専門家の
意見等を取得しております。

（４）社則において「内部者取引管理規則」、「ディスクロージャーポリシー（情報開示規程）」を定めるとともに、厳格に遵守する旨記載した「グルー
プ企業倫理綱領」を定めるなど、関係会社を含めて内部者取引の未然防止およびフェア・ディスクロージャー・ルールの遵守に努めております。
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【模式図】 

 

【適時開示体制の概要についての模式図】 
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